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参考資料１

■省エネ法について

 省エネ法の概要

 省エネ法について

 事業者の義務

 地球温暖化対策の推進に関する法律の概要



「気象変動の緩和策」である温室効果ガスの排出削減対策について、我が国では様々な
法整備がなされています。その柱のうち「省エネ」については、いわゆる「省エネ法」が
その中核を担ってきました。
元々「エネルギーの使用の合理化に関する法律」を正式名称としてきた「省エネ法」は、

石油危機を契機として昭和54（1979）年に制定された法律です。省エネ法は、22度にわたる
石油危機（オイルショック）の経験を踏まえ、「内外のエネルギーをめぐる経済的社会的
環境に応じた燃料資源の有効な利用の確保」と「工場・事業場、輸送、建築物、機器器具に
ついてのエネルギーの使用の合理化を総合的に進めるための必要な措置を講ずる」ことなど
を目的に制定されています。現在では、「地球温暖化対策」あるいは「気象変動対策」の
視点から、時代の状況に応じた改正が実施され、現在に続いています。（図 参考ー１）。

（出所）:資源エネルギー庁,『今後の省エネ法について』,2021年12月24日,第36回 総合資源エネルギー
調査会省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 事務局資料

図1-4のとおり、従来の省エネ法は2018年12月施行のものが「現行法」でありましたが、
これを2022年5月に改正、2023年4月より「改正省エネ法」が施行されました。法律名も、
「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」（この手び
きでは、以降、本法を「省エネ法」と表記します）と改められました。
省エネ法は、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて非化石エネルギーの導入拡大

が必要であることや、太陽光発電等の供給側の変動に応じて電気の需要の最適化が求められ
ることを踏まえ、非化石エネルギーを含めた全てのエネルギーの使用の合理化及び非化石エ
ネルギーへの転換を求めるとともに、電気の需要の最適化を促す法体系に変わりました。

図 省エネ法改正の経緯
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省エネ法の概要

2023年4月施行の「改正省エネ法」



（出所）:環境省 なお熱中症予防のための冷房使用は、緩和策と「二律背反」になる可能性がある。

図 気候変動対策「緩和と適応」
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（出所）:環境省/国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス,
『2022年度の温室効果ガス排出・吸収量（概要）』,2024年04月12日）

図 2030年度目標および「2050カーボンニュートラル」に対する進捗
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（出所）:経済産業省 資源エネルギー庁 省エネ法の手引き 工場・事業場編 令和5年度改正版



改正省エネ法でいう「非化石エネルギー」は、「非化石燃料」「非化石熱」「非化石電
気」から成ります。うち「非化石燃料」については、燃焼時にCO₂を排出するもの（廃棄物
由来の燃料、合成燃料等）と排出しないもの（水素、バイオマス等）とがあること、また
「非化石熱」については、自然熱の一部が省エネ法上の「エネルギー」として例外なく扱
われることに留意する必要があります。

非化石比率の向上手法（概要）非化石比率の向上手法（概要）

改正後省エネ法改正前省エネ法

 化石燃料

• 原油および揮発油（ガソリン）、重油、

その他石油製品

• 可燃性天然ガス

• 石炭およびコークス、その他石炭製品

 原油および揮発油（ガソリン）、重油、

その他石油製品

 可燃性天然ガス

 石炭およびコークス、その他石炭製品

 燃焼その他の用途に供するもの

※炭・薪は対象外

 非化石燃料

• 木材、黒液

• バイオマス

• 廃プラスチック※1

• その他化石燃料以外のもの

（非化石燃料は、対象外）

 上記の燃料を熱源とする熱
（蒸気､温水､冷水など）

 上記の燃料を熱源とする熱

（蒸気､温水､冷水など）

※太陽熱､地熱などは対象外

※廃棄物からの回収エネルギーは対象外

 自然熱のうち

• 太陽熱、地熱、温泉熱、雪氷熱が
「非化石熱」※2

（非化石燃料を熱源とする熱及び

自然熱は、対象外）

 上記の燃料（化石・非化石）を起源とする
電気

• 石油火力、石炭火力、LNG火力、
バイオマス火力など

 上記の燃料を起源とする電気

※太陽光発電､風力発電､廃棄物発電など

は対象外

 再生可能エネルギーを起源とする
「非化石電気」

• 太陽光、地熱、水力、風力など

（非化石燃料を起源とする電気及び

再エネ電気は、対象外）

海水熱、河川水熱、
地中熱など※は対象外

海水熱、河川水熱、
地中熱など※は対象外

※2エネルギーの対象ではないものの、任意に取組を定期報告可能。

※1廃プラスチックを含めた、いわゆる「廃棄物燃料」については、改正省エネ法とは別に地球温暖化対策推進法上の取り扱いに留意が必要。

表 省エネ法における非化石エネルギー
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「再エネ出力制御」とは
電力系統においては、常に電気を使う量と発電する量（需要と供給）のバランス維持が

必要です。このバランスが崩れると周波数に乱れが生じ、最悪の場合は大規模停電につな
がります。そのため、優先給電ルールに基づき、火力電源の出力制御や、揚水発電・蓄電
池・連系線の活用等の対応を図りつつも、なおも供給が需要を上回る場合に、再生可能エ
ネルギー発電所で発電される量（厳密にはその供給量）をコントロールすることが「再エ
ネ出力制御」です。
前述のとおり、出力制御は再生可能エネルギー発電所だけでなく、火力発電所や他の発

電所を含め行われています。但し再生可能エネルギー発電所は、発電コストが安く、CO2の
排出も限りなく少ないことから、極力制御量が少なくなるよう、様々な取組がおこなわれ
ています。
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（例）いわゆる「上げDR（需要の創造）」、連系線の増強等による容量拡大など。

優先給電ルールに基づく対応フロー

電力需給のイメージ

（出所）:資源エネルギー庁『電力需給の動向等について』2023年4月27日



64（出所）:経済産業省 資源エネルギー庁 省エネ法の手引き 工場・事業場編 令和5年度改正版
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地球温暖化対策の推進に関する法律の概要

• 地球温暖化対策計画の策定（温対本部を経て閣議決定）※毎年度進捗点検。３年に１回見直し。
• 地球温暖化対策推進本部の設置（本部長：内閣総理大臣、副本部長：官房長官・環境大臣・経産大臣）

１．法目的

気候系に対し危険な人為的干渉を及ぼさない水準に大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させ、地球温暖化を

防止することが人類共通の課題。社会経済活動による温室効果ガスの排出の量の削減等を促進する措置等によ

り地球温暖化対策の推進を図る。

３．温室効果ガスの排出の量の削減等のための個別施策

 事務事業編
国・地方公共団体自らの事務・事業の排出量の削減計画

 区域施策編
都道府県・中核市等以上の市も、自然的社会的条件に応じた区域内の排出の量の削減等の施策の計画策定義務

政府・地方公共団体実行計画

 温室効果ガスを3,000t/年以上排出する事業者（エネ起CO2はエネルギー使用量が1,500kl/年以上の事業者）に、
排出量を自ら算定し国に報告することを義務付け、国が集計・公表

 事業者単位での報告

 原則電子システムによる報告

温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度

森林等による吸収作用の保全等

 全国地球温暖化防止活動推進センター（環境大臣指定）一般社団法人地球温暖化防止全国ネットを指定

 地域地球温暖化防止活動推進センター（県知事等指定）

 地球温暖化防止活動推進員を県知事等が委嘱

地球温暖化防止活動推進センター等

 事業活動に伴う排出量の削減（高効率設備の導入、冷暖房抑制、オフィス
機器の使用合理化等）

 日常生活における排出量の削減（製品等に関するCO2見える化推進、３Rの促進等）

これら排出削減の有効な実施の指針を国が公表
（産業・業務・廃棄物・日常生活部門・上水道・工業用水部門・下水道部門を策定済み）

排出削減等指針等

２．地球温暖化対策の総合的・計画的な推進の基盤の整備

令和６年改正では、国内外で地球温暖化対策を加速するため、JCMクレジットの発行、管理等に関する主務大臣の手
続等を規定するとともに、主務大臣に代わり、これらの手続等を行うことができる指定法人制度を創設するほか、地
域共生型再エネの導入促進に向けた地域脱炭素化促進事業制度の拡充等について定めました。

（出所）:環境省 地球環境局 地球温暖化対策課改正地球温暖化対策推進法の概要～地域における脱炭素化の促進について～

（出所）:環境省ホームページ 地球温暖化対策推進法
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参考資料２

■提出書類及び提出期限について

 提出書類及び提出期限一覧

 省エネ法（特定事業者関係）の手続きスケジュール

 定期報告書一覧表

 中長期計画一覧表
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（出所）:経済産業省 資源エネルギー庁 省エネ法の手引き 工場・事業場編 令和5年度改正版



68（出所）:経済産業省 資源エネルギー庁 特定事業者向け情報

省エネ法（特定事業者関係）の手続きスケジュール

エネルギー使用状況届出(様式第１)

エネルギー管理統括者 選任届出書(様式第４)

エネルギー管理企画推進者 選任届出書(様式第４)

エネルギー管理者(員) 選任届出書(様式第７)

中長期計画書(様式第８)

定期報告書 (様式第９)



記載項目No.

 提出年月日、宛名、事業者名等表紙

 事業者名、特定事業者番号、電話番号、メールアドレス、
担当者氏名等

特定第１表

 全体でのエネルギー使用量の内訳（エネルギーの種類ごと）1-1

特定第２表

 月別・時間別の電力使用量の内訳1-2

 DR（ディマンド・リスポンス）を実施した日数1-3

 非化石証書の情報1-4

 熱・電気供給事業者から購入した熱・電気の種類及び非化石割合1-5

 エネルギー消費原単位、電気需要最適化評価原単位1 2特定第３表

 5年度間のエネルギー消費原単位、電気需要最適化評価原単位1 2
特定第４表

 非化石エネルギーの使用状況3 

 5年度間のエネルギー消費原単位が年平均1％以上改善できなかっ
た理由

1 

特定第５表  5年度間の電気需要最適化評価原単位が年平均1％以上改善できな
かった理由

2 

 非化石エネルギーの使用状況が向上しなかった場合の理由3 

 ベンチマークについて（該当する事業者のみ）
特定第６表・

７表

 エネルギーの使用の合理化に関する判断基準の遵守状況特定第８表

 その他事業者が実施した措置、中長期計画書の実施状況等
1 2 3 4
5 6 7

特定第９表

 エネルギー管理指定工場に関する事項特定第10表

 未指定工場で、年間エネルギー使用量が1,500klを超えた工場の
記入

特定第11表

 二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
1 2 3
4 5 6特定第12表

 権利利益の保護にかかる請求及び情報の提供の有無7

表 特定表一覧

※青色は2024年度定期報告書から書式等において変更のあった項目を示す。

2024年度報告より、中長期計画書、定期報告書の両方が改正省エネ法で定められた書式
による提出となりました。
改正省エネ法により特定表の書式において変更となった項目を表にまとめています。
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特定事業者（教育委員会など）等は、毎年度、判断基準に基づくエネルギー使用合理化
の目標達成のための中長期（３～５年）的な計画を作成し、「中長期計画書」を提出しな
ければなりません。
なお、省エネ取組の優良事業者については、中長期計画の提出頻度が軽減されます。具

体的には、直近過去２年度以上連続優良評価の場合、翌年度以降、最後に提出した中長期
計画の計画期間内（５年が上限）は、優良評価を継続している限りにおいて、中長期計画
の提出を免除されます。
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記載項目表No.

 提出年月日、宛名、事業者名等表紙

 事業者名、計画書の計画期間、メールアドレス、担当者氏名等Ⅰ

 エネルギー使用量（原油換算kl）1Ⅱ

 エネルギーの使用の合理化に関する計画(ベンチマーク使用量等)1  2

Ⅲ
 エネルギーの使用の合理化に関する計画内容及び期待効果3

 その他エネルギーの使用の合理化に関する事項及び参考情報4

 前年度計画書との比較5

 非化石エネルギーへの転換に関する目標1-1 1-2 1-3

Ⅳ
 非化石エネルギーへの転換に関する計画内容及び期待効果2

 その他非化石エネルギーへの転換に関する事項及び参考情報3 

 前年度計画書との比較4

※青色は2023年度中長期計画書から書式等において変更のあった項目を示す。

表 中長期計画書一覧
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参考資料３

■管理マニュアル作成例

 エネルギー管理規程(作成例)

 管理標準(作成例)

 エネルギー管理マニュアル実施状況チェックシート
（作成例）
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本マニュアルは、こちらからダウンロードできます。

エネルギー管理マニュアルの作成及び見直しの際に参考としてご活用ください。

https://www.mext.go.jp/content/20250402-mxt_sisetuki-100001913_1.xlsx

エネルギー管理規程

（作成例）

１日４月令和５年制定

１日４月令和７年改正

●●教育委員会



74

1.エネルギー管理基本方針

エネルギー管理方針・目的

現在および将来の世代も安心・安全に暮らせる「持続可能な社会」をつくるため「エネルギーの使用の
合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（以下「省エネ法」という。）」に基づき「エネル
ギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換」の基準を策定するものであり、エネルギー低減目標
を達成するために、省エネルギー活動を効率的・効果的に推進することを目的とする。

省エネルギー目標

①省エネルギー取組方針
教育委員会全体のエネルギー消費原単位を2030年までに2020年度対比11％低減することを目標に取り組む

②中期目標
2025年から2028年までの3年間でエネルギー消費原単位を4％以上改善する
体育館の照明設備についてメタルハライドランプからLED 照明器具に更新
廊下、トイレなどの常時点灯が不要な場所に実感センサー取付
校舎の屋上部分へ太陽光パネルの設置

③年度目標
中期目標を各年度目標にブレークダウンし設定する
エネルギー消費原単位、電力平準化原単位、電力使用量、燃料使用量について設定する

2.適用範囲

本管理標準は、○○教育委員会の所管している以下の建物に対して適用する。

〇〇小学校

〇〇中学校

〇〇幼稚園

□●□小学校

□●□中学校

□●□幼稚園

□□小学校

□□中学校

□□幼稚園

□●□公民館

□●小学校

□●中学校

3.エネルギー管理体制

①責任者の配置
教育委員会全体のエネルギーの使用の合理化を推進するために、エネルギー管理統括者及びエネルギー

管理企画推進者を配置する

②エネルギー管理統括者の責務
省エネルギーに対する取組方針・省エネルギー目標の策定
省エネルギーに関する設備の改廃計画並びに予算案の作成
非化石エネルギーへの転換を図る
省エネルギーに資する人材を育成
その他省エネ法及び省令で定められた事項

③エネルギー管理企画推進者の責務
エネルギー管理統括者の実務面を補佐する

④現場実務を管理する者の責務
取組方針や責任者からの指示を踏まえ、設置している設備の維持管理並びにエネルギー使用方法の改善

及び監視を行い、分析結果について責任者に報告する

エネルギー管理標準 基本規定



75

⑤〇〇教育委員会のエネルギー管理組織図

※（単独で3,000kl以上） ※（単独で1,500kl以上）

4. 省エネルギーの推進に必要な資金、人材の確保

担当者は、省エネルギーの推進に必要な資金及び人材の確保状況を確認し、必要な場合は首長部局と協
議を行う

5.教育、伝達の実施方法

①集合教育

教育、訓練計画に基づき、集合教育を行う

②職員会議などミーティングの場の利用

省エネルギーに関する情報交換、省エネルギー活動の実績報告などによって、省エネルギー意識を高め、達成
感の共有を図る

③掲示、社内報等の文書の利用

省エネルギー目標と実績の対比、部門別の省エネルギーをグラフにして見える化を行う

6.取組方針の遵守状況の確認等
教育委員会は四半期毎に取組遵守状況を確認するとともにその評価を行う取

組が不十分であると判断した場合は、その改善を図る

7.取組方針の精査等
教育委員会は、取組方針及び遵守状況の評価方法を定期的に精査し、必要に応じ変更する

改定の内容は職員全員に周知する

8.文章管理による状況把握

取組方針の策定、管理体制の整備、責任者等の配置等、取組方針の遵守状況の確認等及び取組方針の精
査等の結果を記載した書面を作成、更新及び保管することにより、状況を把握する

9.エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等の取組に関する情報の開示

省エネ法における定期報告書のエネルギー消費原単位等に関する情報の開示を行う

エネルギー管理企画推進者（ 〇〇 ●● ）係長

連絡担当者（ 〇〇 ●● ）

〇〇公民館エネルギ

ー管理員（●● ）

エネルギー管理統括者（ 〇〇 ●● ）教育長

●●図書館エネル

ギー管理者（ 〇○）

現場実務を管理する者

（各学校の教頭）
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管理標準

（作成例）

１日４月令和５年制定

１日４月令和７年改正

●●教育委員会
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1. ［空気調和設備(EHP・GHP)］管理標準

2. 「照明設備」管理標準

3. ［換気設備］管理標準

4. ［事務用機器］管理標準

5. ［厨房設備］管理標準

6. ［ボイラー設備］管理標準

7. ［受変電設備］管理標準

8. ［太陽光設備］管理標準

省エネ法の「工場等におけるエネルギー使用の合理化に関する事業者の判断の基準」
（以下「判断基準」という。）に基づき、●●小学校の主要な設備について管理標準を
作成し、きめ細やかエネルギー管理を徹底することで、エネルギーの使用の合理化の適
切かつ有効な実施を図る。

●●小学校の全体の概要

学校名 ：□□県立●●小学校
住所 ：□□県〇〇市〇〇
延床面積：〇〇㎥
竣工年月：昭和〇〇年



78

台数
エネルギー消費設備

室名棟名番号
種類設備

○ＧＨＰエアコン普通教室校舎（１）

○全熱交換器換気設備

○ＬＥＤ照明

○ＩＣＴ（電子黒板）
事務用機器

○ＩＣＴ（タブレット等）

○ＥＨＰエアコン特別教室

○全熱交換器換気設備

○ＬＥＤ照明

○ＥＨＰエアコン教職員室

○全熱交換器換気設備

○ＬＥＤ照明

○ＯＡ機器（パソコン）

事務用機器 ○ＯＡ機器（サーバ）

○ＯＡ機器（複合機）

○ＧＨＰエアコンアリーナ体育館（２）

○換気扇換気設備

○ＬＥＤ照明

○ＬＥＤ照明教員室

○ＥＨＰエアコン調理室給食室（３）

○換気扇換気設備

○厨房設備
厨房設備

○業務用冷蔵庫

○ボイラーボイラー設備

台数容量等種類

○200ｋVA１φ変電設備

○100ｋVA３φ

○75ｋVA３φ※

○〇kW給水ポンプ給排水設備

○〇kW汚水ポンプ

○〇kW雑排水ポンプ

○○人乗り人用昇降機

○給食用小荷物用

Ⅰ－３．エネルギーを消費する設備の概要

<施設設備・教育機器等（建物単位）>

<インフラ設備（変電設備、給排水設備、昇降機等）> <保存資料>

・配置図

・平面図

・設備リスト

・設備ごとの保守点検記録
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改定履歴表

改定理由・内容区分設備名室名改定年月日

○○管理空調設備職員室令和○年○月○日
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※「判断基準」の欄に記載しているのは、省エネ法に基づき定められた判断基準の番号です。

判断基準とは、エネルギーの管理を行う上で必要な事項を定めた基準であり、管理標準（エネルギー管理マニュアル）の設定を

求めています。そのため、エネルギー管理マニュアルを設定または改訂する場合は、判断基準に基づいたルールとする必要があります。

整理番号：１
［空気調和設備(EHP・GHP)］管理標準（例）

省エネ法に基づく

エネルギー管理標準 改訂：R07.4

１．目的

この管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、△△小学校の空調設備を適切に管理

し、エネルギーの使用の合理化を図るための管理、計測、記録、保守・点検、新設の措置についての標準を定め

る。

２．適用範囲

△△学校に設置された空調設備に適用する

。 ３．主な機器の設置場所

・教室

・職員教室

・体育館

備考
判断基準

番号
管理基準容内項目

(１)①ア1.学校環境衛生基準を参考に温度を設定し維持

運
転
管
理

リモコンに表示夏期２８℃を目安に設定①夏季の冷房温度、冬季の暖房温度は、原則、管理基準温度に設定

冬期１８℃を目安に設定※ただし、健康を損なう恐れがある場合は、適宜変更する

不在時は空調停止

外気利用

②夏期：外気温度２８℃以下、冬季：外気温度１８℃以上の場合は、空調を停
止し、外気冷暖房を行う

③空調機の運転時間を設定し、空調時間の短縮に努める
・始業時：室内および外気温度を勘案して運転
・就業時：終業前に停止

④空調機の運転時間を設定する、不在時は、空調を停止する

・長時間部屋を空けるときは停止する

負荷の軽減⑤ブラインドやカーテンで日射を防ぎ屋外からの入熱・出熱抑制を行う

記録簿

学校環境衛生基準に
基づいて測定

(１)②ア

２回/年

1.温度の計測記録

①室ごとの温度計測を記録

計
測
•
記
録

(１)③ア1.フィルター清掃並びに点検

保
守
•
点
検

①空調室内機のフィルター清掃

委託業者
２回/年フロン排出抑制法

(簡易点検)
②空調室内機の運転状況の確認（異常音・振動・外観点検）

委託業者
１回/３年フロン排出抑制

法(定期点検)
③空調機の定期点検(機能点検・漏えい検査、電流値等)

1.新設に当たっては、エネルギーの効率的利用方法を実施

新

設

措

置

（１）④(ア)①適正な設備容量の選定する

（１）④(イ)②高効率空調機器の採用する

（１）④(カ)③壁、窓の断熱についても検討する

（１）④(ケ)④室外機の設置場所や設置方法については、日射や通風状況を考慮

（１）④(コ)
⑤温度、湿度その他の空気の状態の把握及び空気調和効率の改善に必要な事項
の測定に必要な機器、センサー等を設置するとともに、ビルエネルギー管理シ
ステム等の採用により、適切な空調機の制御、分析を実施する

作成者改定内容改訂年月日改
訂
履
歴
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整理番号：２
「照明設備」管理標準（例）

省エネ法に基づく

エネルギー管理標準 改訂：R07.4

１．目的

このエネルギー管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、運転管理、計測記録、保

守点検、新設措置を適切に行い、エネルギーの使用の合理化を図ることを目的とする。

２．適用範囲

△△学校に設置された照明設備に適用する。

３．主な機器の設置場所

教室・職員室

トイレ・廊下

体育館

備考
判断基準

番号
管理基準容内項目

(３)①ア照度基準
1. 日本工業規格Z9110(照度基準)又はZ9125(屋内作業場の照明基準)及び学校環境衛
生基準に準ずる規格を参考に照度基準を設定し維持

運
転
管
理

300～500［Lx］①教室

300～750［Lx］①美術室・図書閲覧・調理室

200～500［Lx］②体育館・事務室・職員室

150～300［Lx］③トイレ・洗面所

75～100［Lx］④廊下

2.適宜調光を行い、過剰又は不要の照明を無くす

不要時の消灯①窓側の照明は、別回路のｽｲｯﾁを設け、昼間は消灯

②職員室は、昼休み、不在時は消灯

③会議室、倉庫、書庫、ﾄｲﾚは使用時のみ点灯、常時は消灯

(３)②1.照度の計測記録

計
測
•
記
録

学校環境衛生基準に
基づいて測定

①予め測定点を定めて照度を測定・記録

②計測高さ（JIS_C7612に準ずる高さ）

室内は床上80±5cm

机、作業台は上面または上面＋5cm以内

通路は床上15cm以下とする

2.照明電力の計測記録

２回/年①職員室、普通教室、特別教室、体育館、トイレの照明電力を計測し、記録

１回/年②学校の全消費電力量に占める照明電力量を把握

(３)③ア２回/年

交換基準点灯時間10,000h

1.照明器具及び光源の清掃並びに光源の交換

①基準照度を下回った場合は照明器具の清掃を行う

②光源の交換は基準を決めて行う

保
守
•
点
検

(３)④イ(ア)1.新設に当たっては、エネルギーの効率的利用方法を実施

新

設

措

置

①LED照明器具等の省エネルギー型設備を採用する

2.照明器具の選択

(３)④イ(イ)①清掃、光源の交換等についての保守性を考慮する

(３)④イ(ウ)②照明器具の選択には、被照明場所への照射効率も考慮

(３)④イ(エ)③昼光を使用することができる場所の照明設備の回路については、他の照明と別回路
にする

(３)④イ(オ)④不必要な場所及び時間帯の消灯又は減光のため、人体感知装置、タイマー利用の措
置を講じる

作成者改定内容改訂年月日改
訂
履
歴

□□□照明設備改修工事を行ったため2024.04.29
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整理番号：３
［換気設備］管理標準（例）

省エネ法に基づく

エネルギー管理標準 改訂：R07.4

１．目的

この管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、△△小学校の換気設備を適切に管理し、

エネルギーの使用の合理化を図るための管理、計測、記録、保守・点検、新設の措置についての標準を定める。

２．適用範囲

△△学校に設置された換気設備に適用する。 ３

．主な機器の設置場所

・教室

・職員教室

・トイレ

備考
判断基準

番号
管理基準容内項目

(１)①キ1.学校環境衛生基準を参考に二酸化炭素濃度を定め基準以下に維持

運
転
管
理

二酸化炭素濃度
1,500ppm以下

①取り入れ外気量の適正化と外気侵入の防止

・室内二酸化炭素濃度1500ppm以下を確保できる範囲で通風量を調整する

・機械換気を使用する場合は、窓及びドアの開閉に注意し、必要以上の外気侵入
を防止する

②始業時の予熱・余冷時は外気を導入しない

③全熱交換器の使用について

スイッチの切替・エアコン使用時は全熱交換器モード、それ以外は普通換気モードに切替て運転
する

④空気の取入れ口に物を置かない

学校環境衛生基準

(１)②ウ

２回/年

1.二酸化炭素濃度の計測記録

①授業中の二酸化炭素濃度を測って記録する

計
測
•
記
録

記録簿

(１)③ウ

２回/年

２回/年

1.フィルター清掃並びに点検

①換気扇の清掃を行う

②全熱交換器のフィルター清掃を行う保
守
•
点
検

1.新設に当たっては、エネルギーの効率的利用方法を実施

新

設

措

置

（１）④(ア)①適正な風量の選定

（１）④(キ)②居室については全熱交換器の導入を検討する

（１）④(エ)③トイレの換気扇は人勧センサー付きの照明器具との連動を検討する

（１）④(エ)④換気扇はCO２センサー付きを検討する

作成者改定内容改訂年月日改
訂
履
歴
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整理番号：４
［事務用機器］管理標準（例）

省エネ法に基づく

エネルギー管理標準 改訂：R07.4

１．目的

この管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、△△小学校の事務用機器を適切に管理し、

エネルギーの使用の合理化を図るための管理、保守・点検、新設の措置についての標準を定める。

２．適用範囲

△△学校に設置された事務用機器に適用する。 ３

．主な機器の設置場所

・職員室

備考
判断基準

番号
管理基準内 容項目

(６)①

８時～18時

30分以上離席の場合

1.事務用機器の不要運転等がなされないように管理

①コピー機は省エネモードに設定し、業務時間以外は主電源を切る

②コピー機は作業量に応じ、稼働台数の設定を行う

③コピー機は時間帯別稼働スケジュールにより管理する

④業務用パソコンは省エネモードに設定し、昼休み及び長時間席を離れるときは
主電源を切る

運
転
管
理

計
測
•
記
録

委託事業者

(６)②

１回/月

1.複写機の定期点検

①複写機の定期整備の実施

②異音等の異常が発生した時には速やかにメーカーに連絡する保
守
•
点
検

(６)③ア

(６)③イ

1.新設に当たっては、エネルギーの効率的利用方法を実施

①センサーやタイマーの活用により、夜間、休日等の時間帯の運転停止など利用
状況に応じた高効率的な運転を行うこと

②高効率機器を採用する新

設

措

置

作成者改定内容改訂年月日改
訂
履
歴
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整理番号：５
［厨房設備］管理標準（例）

省エネ法に基づく

エネルギー管理標準 改訂：R07.4

１．目的

この管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、△△小学校の事務用機器を適切に管理し、

エネルギーの使用の合理化を図るための管理、計測、記録、保守・点検、新設の措置についての標準を定める。

２．適用範囲

△△学校に設置された厨房設備に適用する。 ３

．主な機器の設置場所

・給食調理室

備考
判断基準

番号
管理基準内 容項目

(７)①

不要運転防止

待機電力削減

1.総合効率の向上管理

①曜日、時間帯における所要負荷の調節等を行いエネルギー使用の効率化をはか
る

・夏休みなどの長期休暇で不要な期間は主電源を切る

・冷蔵庫内の設定温度は夏季5℃、冬季10℃とする

運
転
管
理

(７)②

１回/日

1.温湿度の計測記録

①給食調理場の温湿度を測定し記録する

計
測
•
記
録

委託事業者

(７)③

１回/年

３回/年

３回/年

1.厨房設備の点検

・メーカーによるメンテナンスを実施する

・冷蔵庫の霜取りを行う

・洗浄用の湯温が高すぎないか確認する （７５℃設定）

保
守
•
点
検

(７)④ア

1.新設に当たっては、エネルギーの効率的利用方法を実施

①高効率機器を採用する

新

設

措

置

作成者改定内容改訂年月日改
訂
履
歴
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整理番号：５
［厨房設備］管理標準（例）

省エネ法に基づく

エネルギー管理標準 改訂：R07.4

１．目的

この管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、△△小学校の事務用機器を適切に管理し、

エネルギーの使用の合理化を図るための管理、計測、記録、保守・点検、新設の措置についての標準を定める。

２．適用範囲

△△学校に設置された厨房設備に適用する。 ３

．主な機器の設置場所

・給食調理室

備考
判断基準

番号
管理基準内 容項目

(７)①

不要運転防止

待機電力削減

1.総合効率の向上管理

①曜日、時間帯における所要負荷の調節等を行いエネルギー使用の効率化をはか
る

・夏休みなどの長期休暇で不要な期間は主電源を切る

・冷蔵庫内の設定温度は夏季5℃、冬季10℃とする

運
転
管
理

(７)②

１回/日

1.温湿度の計測記録

①給食調理場の温湿度を測定し記録する

計
測
•
記
録

委託事業者

(７)③

１回/年

３回/年

３回/年

1.厨房設備の点検

・メーカーによるメンテナンスを実施する

・冷蔵庫の霜取りを行う

・洗浄用の湯温が高すぎないか確認する （７５℃設定）

保
守
•
点
検

(７)④ア

1.新設に当たっては、エネルギーの効率的利用方法を実施

①高効率機器を採用する

新

設

措

置

作成者改定内容改訂年月日改
訂
履
歴
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整理番号：６
［ボイラー設備］管理標準（例）

省エネ法に基づく

エネルギー管理標準 改訂：R07.4

１．目的

この管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、△△小学校の事務用機器を適切に管理し、

エネルギーの使用の合理化を図るための管理、計測、記録、保守・点検、新設の措置についての標準を定める。

２．適用範囲

△△学校に設置されたボイラー設備に適用する。 ３

．主な機器の設置場所

・機械室（給食調理室用）主に食器洗浄用に使用

備考
判断基準

番号
管理基準内 容項目

日本産業規格
(B8223)

マニュアルによる

(２)①ア

(２)①イ

(２)①ウ

(２)①エ

(２)①オ

1.2～1.3

0.4～0.7MPa

55～70℃

７時～15時

1.総合効率の向上管理

①ボイラーの空気比は基準値で運転管理すること

※判断基準別表第１(A)に基づく

・燃料空気量を「理論空気量」に近づけ、排ガス損失を低減する

②上記等の圧力、温度及び運転時間を設定し適切に運転する

・供給蒸気圧

・供給温度

・運転時間

③ボイラーへの水質管理

運
転
管
理 ボイラー水ｐH（25℃） 11.0～11.8

電気伝導率（25℃）〔μS/cm〕 4,000以下

塩化物イオン〔mg Cl－/L〕 400以下

シリカ〔mg SiO2/L〕 250以下

給水ｐH（25℃） ７～９

硬度〔mg CaCO3 /L〕 1.0以下

鉄〔mg Fe/L〕 0.3以下

④複数のボイラーの燃料負荷の調整

・負荷配分制御は負荷の状況を勘案し台数調整を行う

委託事業者

運転日誌

(２)②ア

３回/年

１回/日

1.ボイラーの効率改善に必要な計測および記録

①燃料供給量、蒸気圧力、温水温度、排ガス中の残存酸素量、排ガスの温度、ボ
イラー給水量等を記録する

②稼働時間を記録する

計
測
•
記
録

委託事業者

点検報告書

点検報告書

(６)③ア

(６)③イ

１回/日

２回/年

１回/月

１回/月

１回/日

1.効率の維持向上対応

①ボイラー配管、バーナー、耐火物を保守点検する

・日常点検

・定期点検

バーナー点検・清掃

②スチームトラップ等の保守点検を行う

・ボイラー本体・配管の断熱、漏れ点検

・スチールトラップの目視・機能点検

保
守
•
点
検

(２)④ア

(２)④イ (２

)④ウ・カ(６

)③エ

(６)③オ

1.新設に当たっては、エネルギーの効率的利用方法を実施

・適正な負荷のボイラーを選定

・廃熱利用の措置を講じる

・高効率ボイラーを採用する

・負荷変動が予想されるボイラー設備は適切な台数分割を行い、台数制御により
効率の高い運転が可能となるシステムを採用する

・エネルギーの効率的利用を採用する

新

設

措

置

作成者改定内容改訂年月日改
訂
履
歴
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整理番号：７
［受変電設備］管理標準（例）

省エネ法に基づく

エネルギー管理標準 改訂：R07.4

１．目的

この管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、△△小学校の事務用機器を適切に管理し、

エネルギーの使用の合理化を図るための管理、計測、記録、保守・点検、新設の措置についての標準を定める。

２．適用範囲

△△学校に設置された受変電設備に適用する。 ３

．主な機器の設置場所

・屋外

備考
判断基準

番号
管理基準内 容項目

(４)①ア

(４)①イ

負荷率40～70％

周囲温度上限40℃

力率95%以上

1. 変圧器等の効率

①変圧器及び無停電電源装置は、部分負荷における効率を考慮して、全体の効率
が高くなるように、稼働台数の調整及び負荷の適正配分を行う

2. 力率

①負荷電力の状況に応じて自動力率改善装置または手動により進相ｺﾝﾃﾞﾝｻｰを稼動
又は停止させ受電端力率を95%以上に維持

運
転
管
理

(４)②

６回/年

1. 受変電の計測記録

①受電電力量計の読み値、最大需要電力量及び力率、並びに各変圧器の電圧、電
流を定期的に計測し記録する

計
測
•
記
録

委託事業者

電気保安規定

(４)③

６回/年

1. 受変電設備の保守及び点検

①受変電設備は良好な状態に維持するように定期的に保守点検を行う

保
守
•
点
検

(４)④ア1. 新設に当たっては、エネルギーの効率的利用方法を実施

①受変電設備を更新又は新設する場合には、需要動向を十分に検討し、将来の予
測も慎重に検討して、細目を決めていく

②高効率設備機器を採用新

設

措

置

作成者改定内容改訂年月日改
訂
履
歴
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整理番号：８
［太陽光設備］管理標準（例）

省エネ法に基づく

エネルギー管理標準 改訂：R07.4

１．目的

この管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、△△小学校の太陽光設備を適切に管理し、エ

ネルギーの使用の合理化を図るための管理、計測、記録、保守・点検、新設の措置についての標準を定める。

２．適用範囲

△△学校に設置された太陽光設備に適用する。

３．主な機器の設置場所

・校舎の屋上

備考
判断基準

番号
管理基準内 容項目

(２)ー２1.運転時間の管理

・標準運転日は、平日および土曜日である

・土曜日昼間は部活動等で自家消費負荷がある場合運転する

・日曜日、夏季・冬期休暇中、ゴールデンウィークは「発電停止」を原則とする

運
転
管
理

5年間保存

１回/年

１回/月

１回/月

半年に１回

1.主な常時測定データ

・太陽光発電システムから供給される電気の量を、メーターで常時実測値を把握し
、エネルギー管理に活用する。なおこの値は、省エネ法でいう「定期報告」にも用
いる

・年度ごとの電気の量の推移から、太陽光発電パネルの劣化率を監視する

・月ごとの電気の量から、太陽光発電アレイ・パネルやパワーコンディショナーに
故障や異常停止が発生していないか、通常時に予想される発電量と比較し、確認を
行う

・月ごとの電気の量と、日射量や日照時間との相関を、管理図に追記し、可視化す
る。

・日ごとの電気の量と、EMSにて別途測定している受電電力量から、特異日がないか
を把握する

計
測
•
記
録

委託事業者

納入業者との
契約内容を参照

1.定期点検項目

①太陽光発電アレイやパネル表面の汚れ・損傷確認

・配線接続部の劣化点検
・インバーター・パワーコンディショナーの機能確認
・モニタリング端末（PCなど）の正常確認
・アラートシステム等、異常検知装置の正常稼働確認
なお点検の結果、異常が発見された場合には、速やかに、必要十分な保守（修繕な
ど）を行うこととする

②故障および異常対応

故障および異常が発見された場合の対応フローを作成し対応する

保
守
•
点
検

1.新設に当たっては、発電量の最適化の検討すること

・太陽光発電システムのエネルギー管理と効率利用とを勘案し、より正確な電気の
量との相関を確認すべく、自施設内に日射量を測定する装置（全天日射計）の新設
を検討する
・当該システムで得られる電気の量を最大化すべく、将来的には蓄電池（電気自動
車やプラグインハイブリット車に搭載されたものを含む）の新設について、可能性
調査を行う

新

設

措

作成者改定内容改訂年月日改
訂
履
歴
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•教室

•教職員室（事務室）

•体育館

•居室以外

エネルギー管理マニュアル
実施状況チェックシート

（作成例）
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2025年
エネルギー管理マニュアル実施状況チェックシート教室

（チェック日）

・各責任者は、運用ルールに則った運用を心がける。ただし、児童・生徒および教職員の健康と安全を優先する。
・年度の終わりに実施状況をチェックし、教育委員会に報告する。見直すべきところがあれば併せて記載する。
・教育委員会は、学校の実施状況を評価し、学校現場の意見を踏まえ、エネルギー管理のルールを見直していく。

（使い方）

責任者見直しにかかる意見
実施状況
チェック

運用ルール設備区分

教師

〇
利用期間は、原則７～９月、１２～２月とする。
（ただし、健康を損なう恐れがある場合は、適宜利用する。）①

エアコン

管
理

〇
運転時間は○:○～○:○とする。
（ただし、長時間部屋を空けるときや下校時は停止する。）②

〇
室温は夏季○℃、冬季○℃となるようにする。
（ただし、健康を損なう恐れがある場合は変更する。）③

〇運転時は、窓や扉を閉める。④

〇夏季は、カーテンやブラインドで日射を防ぐ。⑤

〇
扇風機やサーキュレータで部屋の温度ムラをなくし、エアコンの負荷を
緩和する。

⑥

○中間期は、窓を開けたり、扇風機を利用する。⑦

教師

〇
原則、部屋に人がいる間は使用する。
（CO２濃度が1,500ppmを超えないようにする。）⑧

換気設備 ×空気の取入れ口に物を置かない。⑨

〇
全熱交換器は、エアコン使用時は「全熱交換」､それ以外は「普通換気
」に切り替えて運転する。

⑩

教師〇
昼休みや下校時などの照明が不要な時間や人のいない範囲は消灯する
。

⑪

照明

教育委員会

×普通教室の照度は、机上で○lx～○lxとする。⑫

×特別教室の照度は、机上で○lx～○lxとする。⑬

教師

〇
機器を省電力モードに設定し、使用しない時はスリープ状態になるよう
にする。⑭ICT機器

（電子黒板、
プロジェク

タ） △
下校時は、電子黒板のコンセントプラグを抜き、プロジェクタの電源を
切る。⑮

養護教諭

○○℃
２回/年（７月、１２月）外気と室内の温度を測って記録する。

（エアコン使用時）⑯

エアコン
計
測
•
記
録

○○％２回/年（７月、１２月）室内の湿度を測って記録する。⑰

委託業者○○A１回/年電流値を測って記録する。⑱

養護教諭○○○ppm２回/年（７月、１２月）授業中のCO2濃度を測って記録する。⑲換気設備

養護教諭○○○lx２回/年（７月、１２月）照度を測って記録する。⑳照明

教師〇１回/３か月異常な振動や音がないか確認する。㉑

エアコン

保
守
•
点
検

事務職員等〇２回/年（８月、１２月）フィルターの清掃をする。㉒

委託業者〇リモコンの機能点検や漏えい検査をする。１回/３年㉓

事務職員等〇２回/年（８月、１２月）換気扇の清掃する。㉔

換気設備

委託業者〇１回/年（８月）全熱交換器のフィルター清掃をする。㉕

事務職員等

〇
１回/月ランプ切れの点検をする。

（構内巡回時）㉖

照明

〇
１回/年照明器具とランプの清掃をする。

（大掃除時）㉗

チェック⽅法については、教育委員会と学
校で相談の上、改訂してください。

学校は、⾒直した⽅がよい点があれば記⼊
し、教育委員会に報告してください。

教育委員会は、⾒直す必要が認められれば、
「エネルギー管理マニュアル」を改訂して
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2025年
エネルギー管理マニュアル実施状況チェックシート

教職員室
（事務室） （チェック日）

・各責任者は、運用ルールに則った運用を心がける。ただし、児童・生徒および教職員の健康と安全を優先する。
・年度の終わりに実施状況をチェックし、教育委員会に報告する。見直すべきところがあれば併せて記載する。
・教育委員会は、学校の実施状況を評価し、学校現場の意見を踏まえ、エネルギー管理のルールを見直していく。

（使い方）

責任者見直しにかかる意見
実施状況
チェック

運用ルール設備区分

事務職員等

利用期間は、原則７～９月、１２～２月とする。
（ただし、健康を損なう恐れがある場合は、適宜利用する。）①

エアコン

管
理

運転時間は○:○～○:○とする。
（ただし、長時間部屋を空けるときや帰宅時は停止する。）②

設定温度は、室温が夏季○℃、冬季○℃となるようにする。
（ただし、健康を損なう恐れがある場合は変更する。）③

運転時は、窓や扉を閉める。④

夏季は、カーテンやブラインドで日射を防ぐ。⑤

扇風機やサーキュレータで部屋の温度ムラをなくし、エアコンの負荷を
緩和する。

⑥

中間期は、窓を開けたり、扇風機を利用する。⑦

事務職員等

原則、部屋に人がいる間は使用する。
（CO2濃度が1,500ppmを超えないようにする。）⑧

換気設備 空気の取入れ口に物を置かない。⑨

全熱交換器は、エアコン使用時は「全熱交換」､それ以外は「普通換気
」に切り替えて運転する。

⑩

事務職員等

出勤時は、自分の席周辺の照明のみ点灯する。⑪

照明
昼休みや帰宅時などの照明が不要な時間や人のいない範囲は消灯する
。

⑫

教育委員会教職員室・事務室の照度は、机上で○lx～○lxとする。⑬

事務職員等

機器を省電力モードに設定する。（PCはスリープ状態になる時間を○分
とする。）

⑭
OA機器
（校務用

PC、プリン
ター複合機）

退勤時や長時間離席する場合は、PCの電源を切る。⑮

退勤時は、PCのコンセントプラグを抜き、プリンター複合機の電源を切
る。

⑯

養護教諭

℃
２回/年（７月、１２月）外気と室内の温度を測って記録する。

（エアコン使用時）⑰

エアコン
計
測
•
記
録

％２回/年（７月、１２月）室内の湿度を測って記録する。⑱

委託業者A１回/年電流値を測って記録する。⑲

養護教諭ppm２回/年（７月、１２月）業務中のCO2濃度を測って記録する。⑳換気設備

養護教諭lx２回/年（７月、１２月）照度を測って記録する。㉑照明

事務職員等

１回/３か月異常な振動や音がないか確認する。㉒

エアコン

保
守
•
点
検

２回/年（８月、１２月）フィルターの清掃をする。㉓

委託業者リモコンの機能点検や漏えい検査をする。１回/３年㉔

事務職員等２回/年（８月、１２月）換気扇の清掃する。㉕

換気設備

委託業者１回/年（８月）全熱交換器のフィルター清掃をする。㉖

事務職員等

１回/月ランプ切れの点検をする。
（構内巡回時）㉗

照明
１回/年照明器具とランプの清掃をする。

（大掃除時）㉘
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2025年
エネルギー管理マニュアル実施状況チェックシート体育館

（チェック日）

•各責任者は、運用ルールに則った運用を心がける。ただし、児童•生徒および教職員の健康と安全を優先する。
•年度の終わりに実施状況をチェックし、教育委員会に報告する。見直すべきところがあれば併せて記載する。
•教育委員会は、学校の実施状況を評価し、学校現場の意見を踏まえ、エネルギー管理のルールを見直していく。

（使い方）

責任者見直しにかかる意見
実施状況
チェック

運用ルール設備区分

教師

利用期間は、原則７～９月、１２～２月とする。
（ただし、健康を損なう恐れがある場合は、適宜利用する。）①

エアコン

管
理

運転時間は○:○～○:○の体育館使用時とし、次の授業などの連続した
利用がない場合は停止する。

②

設定温度は、室温が夏季○℃、冬季○℃となるようにする。
（ただし、健康を損なう恐れがある場合は変更する。）③

運転時は、窓や扉を閉める。④

夏季は、カーテンやブラインドで日射を防ぐ。⑤

⑥
大型扇風機やサーキュレータで部屋の温度ムラをなくし、エアコンの負
荷を緩和する。

教師

エアコンを使わない時は、窓と扉を開けて自然換気とする。⑦

換気設備

空気の取入れ口に物を置かない。⑧

教師照明が不要な時間や人のいない範囲は消灯する。⑨

照明

教育委員会体育館の照度は、○lx～○lxとする。⑩

養護教諭

℃
２回/年（７月、１２月）外気と室内の温度を測って記録する。

（エアコン使用時）⑪

エアコン
計
測
•
記
録

％２回/年（７月、１２月）室内の湿度を測って記録する。⑫

委託業者A１回/年電流値を測って記録する。⑬

養護教諭ppm２回/年（７月、１２月）授業中のCO2濃度を測って記録する。⑭換気設備

養護教諭lx２回/年（７月、１２月）照度を測って記録する。⑮照明

教師１回/３か月異常な振動や音がないか確認する。⑯

エアコン

保
守
•
点
検

委託業者

１回/３年フィルターの清掃を行う。⑰

リモコンの機能点検や漏えい検査を行う。１回/３年⑱

委託業者１回/年（８月）換気扇の清掃する。⑲換気設備

事務職員等

１回/月ランプ切れの点検をする。
（構内巡回時）⑳

照明
１回/年照明器具とランプの清掃をする。

（大掃除時）㉑
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2025年
エネルギー管理マニュアル実施状況チェックシート居室以外

（チェック日）

•各責任者は、運用ルールに則った運用を心がける。ただし、児童•生徒および教職員の健康と安全を優先する。
•年度の終わりに実施状況をチェックし、教育委員会に報告する。見直すべきところがあれば併せて記載する。
•教育委員会は、学校の実施状況を評価し、学校現場の意見を踏まえ、エネルギー管理のルールを見直していく。

（使い方）

責任者見直しにかかる意見
実施状況
チェック運用ルール設備区分

事務職員等

倉庫、トイレは使用時のみ稼働させる。①

換気設備

管
理

空気の取入れ口に物を置かない。②

事務職員等倉庫、トイレは使用時のみの点灯する。③

照明

教育委員会

--照度は、用途ごとに以下とする。

倉庫 ：○lx～○lx④

トイレ ：○lx～○lx⑤

階段 ：○lx～○lx⑥

廊下、昇降口：○lx～○lx⑦

事務職員等運転時の風量を測って記録する。 １回/年⑩換気設備
計
測
•
記
録 養護教諭lx照度を測って記録する。 ２回/年（７月、１２月）⑧照明

事務職員等
給排水ポンプの外観及び配管の漏えいの目視点検 １回/月
（異常時は業者メンテナンスを依頼）⑨ポンプ

保
守
•
点
検

教育委員会換気扇の清掃をする。 １回/年（８月）⑩換気設備

事務職員等

ランプ切れの点検をする。 １回/月
（構内巡回時）⑪

照明
照明器具とランプの清掃をする。 １回/年
（大掃除時）⑫
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参考資料４

■判断基準

 工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事
業者の判断の基準Ⅰ(抄)

 工場等における非化石エネルギーへの転換に関する事
業者の判断の基準Ⅰ(抄)
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⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化に関する事業者の判断の基準（抄）

Ⅰ エネルギーの使⽤の合理化の基準

Ⅰ―１ 全ての事業者が取り組むべき事項

⼯場⼜は事務所その他の事業場（以下「⼯場等」という。）においてエネルギーを使⽤して事業を⾏う者（以下「事業者」という。）は燃料

（化⽯燃料及び⾮化⽯燃料をいう。以下同じ。）並びに熱及び電気の合計のエネルギーの使⽤の合理化を図るため、燃料並びに熱及び電気の

特性を⼗分に考慮するとともに、その設置している全ての⼯場等（連鎖化事業者（当該連鎖化事業者が認定管理統括事業者⼜は管理関係事

業者である場合を除く。）にあっては、当該連鎖化事業者が⾏う連鎖化事業の加盟者が設置している当該連鎖化事業に係る⼯場等（以下「加盟して

いる⼯場等」という。）を含み、認定管理統括事業者にあっては、その設置している⼯場等（当該認定管理統括事業者が連鎖化事業者である

場合にあっては、加盟している⼯場等を含む。）及びその管理関係事業者が設置している⼯場等（当該管理関係事業者が連鎖化事業者である

場合にあっては、加盟している⼯場等を含む。）を含む。以下同じ。）を俯瞰し、次の(１)〜(９)に定める取組を⾏うことにより、適切なエネ

ルギー管理を⾏うこと。

(１) 取組⽅針の策定
事業者は、その設置している全ての⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化に関する取組⽅針（特定事業者、特定連鎖化事業者（当該

特定連鎖化事業者が認定管理統括事業者⼜は管理関係事業者である場合を除く。以下同じ。）及び認定管理統括事業者にあっては中⻑期的な

計画を含む。管理関係事業者にあっては認定管理統括事業者が作成する中⻑期的な計画を含む。以下「取組⽅針」という。）を定めること。

その際、取組⽅針には、エネルギーの使⽤の合理化に関する⽬標並びに当該⽬標を達成するための設備の運⽤、新設及び更新に対する⽅

針を含むこと。

(２) 管理体制の整備
事業者は、その設置している全ての⼯場等について、全体として効率的かつ効果的なエネルギーの使⽤の合理化を図るための管理体制を整備

すること。管理関係事業者にあっては、その認定管理統括事業者と⼀体でエネルギーの使⽤の合理化を図るための管理体制とすること。

(３) 責任者等の配置等

事業者は、(２)で整備された管理体制には責任者（特定事業者、特定連鎖化事業者及び認定管理統括事業者にあっては「エネルギー管理統括

者」。管理関係事業者にあっては「その認定管理統括事業者が選任するエネルギー管理統括者」。以下同じ。）、責任者を補佐する者（特定事業者、

特定連鎖化事業者及び認定管理統括事業者にあっては「エネルギー管理企画推進者」。管理関係事業者にあっては「その認定管理統括事業者

が選任するエネルギー管理企画推進者」。以下同じ。）及び現場実務を管理する者（第⼀種エネルギー管理指定⼯場等、第⼆種エネルギー管

理指定⼯場等、第⼀種連鎖化エネルギー管理指定⼯場等、第⼆種連鎖化エネルギー管理指定⼯場等、第⼀種管理統括エネルギー管理指定

⼯場等、第⼆種管理統括エネルギー管理指定⼯場等、第⼀種管理関係エネルギー管理指定⼯場等及び第⼆種管理関係エネルギー管理指定⼯

場等にあっては「エネルギー管理者」及び「エネルギー管理員」。以下同じ。）を配置し、以下の役割分担に基づいてそれぞれの者がエネル

ギーの使⽤の合理化に関する責務を果たすこと。
① 責任者の責務
ア．その設置している全ての⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化に関する業務（エネルギーを消費する設備及びエネルギーの使⽤

の合理化に関する設備の維持、新設、改造及び撤去並びにエネルギーの使⽤の⽅法の改善及び監視）の実施状況等を把握すること。

イ．取組⽅針に従い、現場実務を管理する者に対し取り組むべき業務を指⽰するなど、当該取組⽅針に掲げるエネルギーの使⽤の合理化

に関する⽬標の達成に係る監督を⾏うこと。

平成 21 年３⽉ 31 ⽇ 経済産業省告⽰第 66 号

（最終改正 令和 05 年３⽉ 30 ⽇）
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ウ．取組⽅針の遵守状況や現場実務を管理する者からの報告等を踏まえ、次期の取組⽅針の案を取りまとめ、取締役会等の業務執⾏を決

定する機関への報告を⾏うこと。

エ．エネルギーの使⽤の合理化に資する⼈材（現場実務を管理する者等）を育成すること。

② 責任者を補佐する者の責務

責任者と現場実務を管理する者の間の意思疎通の円滑化を図ること等により責任者の業務を補佐すること。

③ 現場実務を管理する者の責務
ア．その設置している⼯場等ごとにおけるエネルギーの使⽤の合理化に関する業務（エネルギーを消費する設備及びエネルギーの使⽤の

合理化に関する設備の維持並びにエネルギーの使⽤の⽅法の改善及び監視）の実施状況等を把握すること。

イ．取組⽅針や責任者からの指⽰等を踏まえ、エネルギーの使⽤の合理化に関する業務を確実に実施すること。

ウ．ア．のエネルギー管理を踏まえた⼯場等のエネルギーの使⽤の合理化の状況に係る分析結果について責任者に対する報告を⾏うこと。

(４) 資⾦・⼈材の確保

事業者は、エネルギーの使⽤の合理化を図るために必要な資⾦・⼈材を確保すること。

(５) 従業員への周知・教育
事業者は、その設置している全ての⼯場等における従業員に取組⽅針の周知を図るとともに、⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化

に関する教育を⾏うこと。

(６) 取組⽅針の遵守状況の確認等
事業者は、客観性を⾼めるため内部監査等の⼿法を活⽤することの必要性を検討し、その設置している⼯場等における取組⽅針の遵守状

況を確認するとともに、その評価を⾏うこと。なお、その評価結果が不⼗分である場合には改善を⾏うこと。

(７) 取組⽅針の精査等

事業者は、取組⽅針及び遵守状況の評価⽅法を定期的に精査し、必要に応じ変更すること。

(８) ⽂書管理による状況把握
事業者は、(１)取組⽅針の策定、(２)管理体制の整備、(３)責任者等の配置等、(６)取組⽅針の遵守状況の確認等及び(７)取組⽅針の精査等

の結果を記載した書⾯を作成、更新及び保管することにより、状況を把握すること。

(９) エネルギーの使⽤の合理化に資する取組に関する情報の開⽰
エネルギーの使⽤の合理化及び⾮化⽯エネルギーへの転換等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号）に基づく定期の報告におけるエネル

ギー消費原単位等に関する情報の開⽰について検討すること。

Ⅰ－２ 事業者が⼯場単位、設備単位で取り組むべき事項
事業者は技術的かつ経済的に可能な範囲内で次の１の(１)〜(６)に定める⼯場等単位、設備単位（個別設備ごとに分離することが適当で

はない場合にあっては、設備群単位⼜は作業⼯程単位。以下同じ。）によるきめ細かいエネルギー管理を徹底するとともに、エネルギーの使
⽤に係る各過程における主要な設備に関して２―１⼜は２―２に掲げる諸基準を遵守することを通じ、当該⼯場等におけるエネルギーの使
⽤の合理化の適切かつ有効な実施を図るものとする。

その際、連鎖化事業者にあっては、当該連鎖化事業者が⾏う連鎖化事業に係る約款の範囲内において、加盟している⼯場等におけるエネ
ルギーの使⽤の合理化を、認定管理統括事業者にあっては、その管理関係事業者と⼀体的に⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化を図
るものとする。
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１ ⼯場単位、設備単位での基本的実施事項

(１) 設備の運転効率化や⽣産プロセスの合理化等による⽣産性の向上を通じ、エネルギーの使⽤の合理化を図ること。

(２) エネルギー管理に係る計量器等の整備を⾏うこと。

(３) エネルギー消費量の⼤きい設備の廃熱等の発⽣状況を、優先順位等をつけて把握・分析し課題を抽出すること。

(４) 既存の設備に関し、エネルギー効率や⽼朽化の状況等を把握・分析し、エネルギーの使⽤の合理化の観点から更新、改造等の優先順位
を整理すること。

(５) エネルギーを消費する設備の選定、導⼊においては、エネルギー効率の⾼い機器を優先するとともに、その能⼒・容量に係る余裕度の
最適化に努めること。

(６) 休⽇や⾮操業時等においては、操業の開始及び停⽌に伴うエネルギー損失等を考慮した上でエネルギー使⽤の最⼩化に努めること。

２ エネルギー消費設備等に関する事項
２－１専ら事務所その他これに類する⽤途に供する⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化に関する事項
※以下、本⽂を⼀覧表にしたものです。

設備新設時の措置保守及び点検計測及び記録管 理分野

（１） 空気調和設備、換気設備に関する事項
④ 空気調和設備、換気設備の

新設に当たっての措置
③ 空気調和設備、換気設備の

保守及び点検
② 空気調和設備、換気設備に

関する計測及び記録
① 空気調和設備、換気設備の

管理

ア．空気調和設備、換気設備を
新設・更新する場合には、必
要な負荷、換気量に応じた設
備を選定すること。

イ．空気調和設備を新設・更新
する場合には、次に掲げる事
項等の措置を講じることによ
り、熱負荷の低減及びエネル
ギーの効率的利⽤を実施する
こと。

(ア) 可能な限り空気調和を施
す区画ごとに個別制御ができ
るものを採⽤すること。

(イ) 効率の⾼い熱源設備を
使ったヒートポンプシステム
、ガス冷暖房システム等を採
⽤すること。

(ウ) 熱搬送設備の⾵道や配
管等の経路の短縮を⾏うとと
もに、断熱等に配慮したエネ
ルギーの損失の少ない設備を
採⽤すること。

(エ) 負荷の変動が予想される
空気調和設備の熱源設備、熱
搬送設備は、適切な台数分割、
台数制御及び回転数制御、部
分負荷運転時に効率の⾼い機
器⼜は蓄熱システム等の効率
の⾼い運転が可能

ア．空気調和設備を構成する熱
源設備、熱搬送設備、空気調
和機設備は、保温材や断熱材
の維持、フィルターの⽬づま
り及び凝縮器や熱交換器に付
着したスケールの除去等個別
機器の効率及び空気調和設備
全体の総合的な効率の改善に
必要な事項の保守及び点検に
関する管理標準を設定し、こ
れに基づき定期的に保守及び
点検を⾏い、良好な状態に維
持すること。

イ．空気調和設備、換気設備の
⾃動制御装置の管理に必要な
事項の保守及び点検に関する
管理標準を設定し、これに基
づき定期的に保守及び点検を
⾏い、良好な状態に維持する
こと。

ウ．換気設備を構成するファ
ン、ダクト等は、フィルター
の⽬づまり除去等個別機器の
効率及び換気設備全体の総合
的な効率の改善に必要な事項
の保守及び点検に関する管理
標準を設定し、これに基づき
定期的に保守及び点検を⾏い、
良好な状態に維持すること。

ア．空気調和を施す区画ごと
に、温度、湿度その他の空気
の状態の把握及び空気調和の
効率の改善に必要な事項の計
測及び記録に関する管理標準
を設定し、これに基づきこれ
らの事項を定期的に計測し、
その結果を記録すること。

イ．空気調和設備を構成する熱
源設備、熱搬送設備、空気調
和機設備は、個別機器の効率
及び空気調和設備全体の総合
的な効率の改善に必要な事項
の計測及び記録に関する管理
標準を設定し、これに基づき
これらの事項を定期的に計測
し、その結果を記録すること。

ウ．換気を施す区画ごとに、温
度、⼆酸化炭素濃度その他の
空気の状態の把握及び換気効
率の改善に必要な事項の計測
及び記録に関する管理標準を
設定し、これに基づきこれら
の事項を定期的に計測し、そ
の結果を記録すること。

ア．空気調和の管理は、空気調和
を施す区画を限定し、ブライ
ンドの管理等による負荷の軽
減及び区画の使⽤状況等に応
じた設備の運転時間、室内温
度、換気回数、湿度、外気の
有効利⽤等についての管理標
準を設定して⾏うこと。なお
、冷暖房温度については、政
府の推奨する設定温度を勘案
した管理標準とすること。

イ．空気調和設備の熱源設備に
おいて燃焼を⾏う設備（吸収
式冷凍機、冷温⽔発⽣器等）
の管理は、空気⽐についての
管理標準を設定して⾏うこ
と。

ウ．空気調和設備を構成する熱
源設備、熱源設備から冷⽔等
により空気調和機設備に熱搬
送する設備（以下「熱搬送設
備」という。）、空気調和機設
備の管理は、外気条件の季節
変動等に応じ、冷却⽔温度や
冷温⽔温度、圧⼒等の設定に
より、空気調和設備の総合的
なエネルギー効率を向上させ
るように管理標準を設定して
⾏うこと。

エ．空気調和設備の熱源設備が
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となるシステムを採⽤するこ
と。また、熱搬送設備につい
ては、変揚程制御を採⽤する
こと。

(オ) 空気調和設備を負荷変
動の⼤きい状態で使⽤する場
合には、負荷に応じた運転制
御を⾏うことができるように
するため、回転数制御装置等
による変⾵量システム及び変
流量システムを採⽤すること。

(カ) 空気調和を⾏う部分の
壁、屋根については、厚さの
増加、断熱性の⾼い材料の利
⽤、断熱の⼆重化等により、
空気調和を⾏う部分の断熱
性の向上を検討すること。ま
た、窓については、断熱及び
⽇射遮へいのために、フィル
ム、ブラインド、熱線反射ガ
ラス⼜は複層ガラス等による
対策を実施すること。

(キ) 全熱交換器の採⽤により、
夏期や冬期の外気導⼊に伴う
冷暖房負荷を軽減すること。
また、中間期や冬期に冷房が
必要な場合には、外気冷房制
御を採⽤すること。その際、
加湿を⾏う場合には、⽔加湿
⽅式の採⽤により冷房負荷を
軽減すること。

(ク) 蓄熱システム及び地域
冷暖房システムより熱を受け
る熱搬送設備の揚程が⼤きい
場合には、熱交換器を採⽤し
揚程の低減を⾏うこと。

(ケ) エアコンディショナー
の室外機の設置場所や設置
⽅法については、⽇射や通⾵
状況、集積する場合の通⾵状
態等を考慮し決定すること。

(コ) 空気調和を施す区画ごと
の温度、湿度その他の空気の
状態の把握及び空気調和効率
の改善に必要な事項の計測に
必要な機器、センサー等を設
置するとともに、ビルエネル
ギー管理システム（以下
「BEMS」という。）等の採
⽤により、適切な空気調和

複数の同機種の熱源機で構成
され、⼜は使⽤するエネルギ
ーの種類の異なる複数の熱源
機で構成されている場合は、
外気条件の季節変動や負荷変
動等に応じ、稼働台数の調整
⼜は稼働機器の選択により熱
源設備の総合的なエネルギー
効率を向上させるように管理
標準を設定して⾏うこと。

オ．熱搬送設備が複数のポンプ
で構成されている場合は、季
節変動等に応じ、稼働台数の
調整⼜は稼働機器の選択によ
り熱搬送設備の総合的なエネ
ルギー効率を向上させるよう
に管理標準を設定して⾏うこ
と。

カ．空気調和機設備が同⼀区画
において複数の同機種の空
気調和機で構成され、⼜は種
類の異なる複数の空気調和
機で構成されている場合は、
混合損失の防⽌や負荷の状
態に応じ、稼働台数の調整⼜
は稼働機器の選択により空
気調和機設備の総合的なエ
ネルギー効率を向上させる
ように管理標準を設定して
⾏うこと。

キ．換気設備の管理は、換気を
施す区画を限定し、換気量、
運転時間、温度等についての
管理標準を設定して⾏うこ
と。これらの設定に関しては
換気の⽬的、場所に合わせた
ものとすること。
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の制御、運転分析を実施する
こと。

ウ．エネルギーの使⽤の合理化
及び⾮化⽯エネルギーへの
転換等に関する法律第149条
第１項により定められたエ
ネルギー消費機器（以下
「特定エネルギー消費機器」
という。）に該当する空気調
和設備、換気設備に係る機器
を新設・更新する場合には、
当該機器に関する性能の向
上に関する製造事業者等の
判断の基準に規定する基準
エネルギー消費効率以上の
効率のものを採⽤すること。

エ．換気設備を新設・更新する場
合には、次に掲げる事項等の
措置を講じることにより、エ
ネルギーの効率的利⽤を実施
すること。

（ア）換気の負荷変動に対して
は、適切な制御⽅式を採⽤す
ること。

（イ）⾵道等の経路の短縮や断
熱等に配慮したエネルギーの
損失の少ない設備を採⽤する
こと。

（２） ボイラー設備、給湯設備に関する事項（(２)―２に該当するものを除く。）

④ ボイラー設備、給湯設備の
新設に当たっての措置

③ ボイラー設備、給湯設備の
保守及び点検

② ボイラー設備、給湯設備に
関する計測及び記録

① ボイラー設備、給湯設備の
管理

ア．ボイラー設備、給湯設備を
新設・更新する場合には、必
要な負荷に応じた設備を選定
すること。

イ．ボイラー設備からの廃ガス
温度が別表第２(A)に掲げる
廃ガス温度を超過する場合に
は、廃熱利⽤の措置を講じる
こと。また、蒸気ドレンの廃
熱が有効利⽤できる場合は、
回収利⽤の措置を講じること
。

ウ．ボイラー設備を新設・更新
する場合は、次に掲げる事項
等の措置を講じることにより
、エネルギーの効率的利⽤を
実施すること。

（ア）エコノマイザー等を搭載

ア．ボイラー設備の効率の改善
に必要な事項の保守及び点検
に関する管理標準を設定し、
これに基づき定期的に保守及
び点検を⾏い、良好な状態に
維持すること。

イ．ボイラー設備の保温及び断
熱の維持、スチームトラップ
の蒸気の漏えい、詰まりを防
⽌するように保守及び点検
に関する管理標準を設定し、
これに基づき定期的に保守
及び点検を⾏い、良好な状態
に維持すること。

ウ．給湯設備は、熱交換器に付
着したスケールの除去等給
湯効率の改善に必要な事項、
⾃動制御装置の管理に必要

ア．ボイラー設備は、燃料の供給
量、蒸気の圧⼒、温⽔温度、排
ガス中の残存酸素量、廃ガス
の温度、ボイラー給⽔量その他
のボイラーの効率の改善に必
要な事項の計測及び記録に関
する管理標準を設定し、これ
に基づきこれらの事項を定期的
に計測し、その結果を記録す
ること。

イ．給湯設備は、給⽔量、給湯
温度その他給湯の効率の改善
に必要な事項の計測及び記録
に関する管理標準を設定し、
これに基づきこれらの事項を
定期的に計測し、その結果を
記録すること。

ア．ボイラー設備は、ボイラー
の容量及び使⽤する燃料の種
類に応じて空気⽐についての
管理標準を設定して⾏うこと。

イ．ア．の管理標準は、別表第
１(A)に掲げる空気⽐の値を
基準として空気⽐を低下させ
るように設定すること。

ウ．ボイラー設備は、蒸気等の
圧⼒、温度及び運転時間に関
する管理標準を設定し、適切
に運転し過剰な蒸気等の供給
及び燃料の供給をなくすこと
。
エ．ボイラーへの給⽔は⽔質
に関する管理標準を設定し、
⽔質管理を⾏うこと。なお、
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した⾼効率なボイラー設備
を採⽤すること。

（イ）配管経路の短縮、配管の
断熱等に配慮したエネルギー
の損失の少ない設備を採⽤す
ること。

エ．負荷の変動が予想されるボ
イラー設備については、適切
な台数分割を⾏い、台数制御
により効率の⾼い運転が可能
となるシステムを採⽤するこ
と。

オ．給湯設備を新設・更新する場
合には、次に掲げる事項等の
措置を講じることにより、エ
ネルギーの効率的利⽤を実施
すること。

（ア）給湯負荷の変化に応じた
運⽤が可能なものを採⽤する
こと。

（イ）使⽤量の少ない給湯箇所
については、局所式を採⽤す
ること。

（ウ）ヒートポンプシステム、
潜熱回収⽅式の熱源設備を
採⽤すること。

（エ）配管経路の短縮、配管の
断熱等に配慮したエネルギー
損失の少ない設備を採⽤する
こと。

カ．特定エネルギー消費機器に
該当するボイラー設備、給湯
設備に係る機器を新設・更新
する場合には、当該機器に関
する性能の向上に関する製造
事業者等の判断の基準に規定
する基準エネルギー消費効率
以上の効率のものを採⽤する
こと。

な事項の保守及び点検に関す
る管理標準を設定し、これに
基づき定期的に保守及び点検
を⾏い、良好な状態に維持す
ること。

給⽔⽔質の管理は、⽇本産業
規格B8223（ボイラーの給⽔
及びボイラー⽔の⽔質）に規
定するところ（これに準ずる
規格を含む。）により⾏うこ
と。

オ．複数のボイラー設備を使⽤
する場合は、総合的なエネル
ギー効率を向上させるように
管理標準を設定し、適切な運
転台数とすること。

カ．給湯設備の管理は、季節及
び作業の内容に応じ供給箇所
の限定や供給期間、給湯温度、
給湯圧⼒その他給湯の効率の
改善に必要な事項についての
管理標準を設定して⾏うこと。

キ．給湯設備の熱源設備の管理
は、負荷の変動に応じ、熱源
機とポンプ等の補機を含めた
総合的なエネルギー効率を向
上させるように管理標準を設
定して⾏うこと。

ク．給湯設備の熱源設備が複数
の熱源機で構成されている
場合は、負荷の状態に応じ、
稼働台数の調整により熱源
設備の総合的なエネルギー
効率を向上させるように管
理標準を設定して⾏うこと。

（２）―２ 太陽熱利⽤機器等に関する事項

太陽熱利⽤機器等を設置する場合にあっては、当該設備から供給される熱量を適切に把握するとともに、供給効率を⾼い状態に維
持するように保守及び点検に関する管理標準を設定し、これに基づき定期的に保守及び点検を⾏うこと。

（３） 照明設備、昇降機、動⼒設備に関する事項

④ 照明設備、昇降機の新設に
当たっての措置

③ 照明設備、昇降機、動⼒設
備の保守及び点検

② 照明設備に関する計測及び
記録

① 照明設備、昇降機の管理

ア．照明設備、昇降機を新設・
更新する場合には、必要な照
度、輸送量に応じた設備を選

ア．照明設備は、照明器具及び
ランプ等の清掃並びに光源の
交換等保守及び点検に関

照明設備は、照明を施す作
業場所等の照度の計測及び記
録に関する管理標準を設

ア．照明設備は、⽇本産業規格
Z9110（照度基準総則）⼜は
Z9125（屋内作業場の照明基
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定すること。

イ．照明設備を新設・更新する場
合には、次に掲げる事項等の措
置を講じることにより、エネル
ギーの効率的利⽤を実施するこ
と。

（ア）LED（発光ダイオード）
照明器具等の省エネルギー
型設備を採⽤すること。

（イ）清掃、光源の交換等の保
守が容易な照明器具を選択す
るとともに、その設置場所、
設置⽅法等についても保守性
を考慮して設置すること。

（ウ）照明器具については、光
源の発光効率だけでなく、点
灯回路や照明器具の効率及
び被照明場所への照射効率
も含めた総合的な照明効率
が⾼いものを採⽤すること。

（エ）昼光を使⽤することがで
きる場所の照明設備の回路に
ついては、他の照明設備と別
回路にすること。

（オ）不必要な場所及び時間帯
の消灯⼜は減光のため、⼈体
感知装置の設置、計時装置
（タイマー）の利⽤⼜は保安
設備との連動等の措置を講じ
ること。

ウ．特定エネルギー消費機器に
該当する照明設備に係る機器
を新設・更新する場合には、
当該機器に関する性能の向上
に関する製造事業者等の判断
の基準に規定する基準エネル
ギー消費効率以上の効率のも
のを採⽤すること。

エ．昇降機を新設・更新する場
合には、建築物判断基準中、
昇降機に関する事項を踏ま
え、エネルギーの効率的利⽤
を実施すること。

オ．電動機が組み込まれた動⼒
設備を新設・更新する場合に
は、当該設備の⽤途に適した

する管理標準を設定し、これ
に基づき定期的に保守及び点
検を⾏うこと。

イ．昇降機は、電動機の負荷とな
る機器、動⼒伝達部及び電動機
の機械損失を低減するよう保守
及び点検に関する管理標準を設
定し、これに基づき定期的に保
守及び点検を⾏うこと。

ウ．給排⽔設備、機械駐⾞設備
等の動⼒設備は、負荷機械
（電動機の負荷となる機械を
いう。以下同じ。）、動⼒伝
達部及び電動機における機械
損失を低減するように保守及
び点検に関する管理標準を設
定し、これに基づき定期的に
保守及び点検を⾏うこと。ま
た、負荷機械がポンプ、ファ
ン等の流体機械の場合は、流
体の漏えいを防⽌し、流体を
輸送する配管、ダクトの抵抗
を低減するように保守及び点
検に関する管理標準を設定し
、これに基づき定期的に保守
及び点検を
⾏うこと。

定し、これに基づき定期的に
計測し、その結果を記録する
こと。

準）及びこれらに準ずる規格
に規定するところにより管理
標準を設定して使⽤すること。
また、過剰⼜は不要な照明を
なくすように管理標準を設定
し、調光による減光⼜は消灯
を⾏うこと。

イ．昇降機は、時間帯や曜⽇等
により停⽌階の制限、複数台
ある場合には稼働台数の制限
等に関して管理標準を設定し、
効率的な運転を⾏うこと。
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種類のエネルギー効率の⾼
い電動機を選定すること。

カ．特定エネルギー消費機器に
該当する交流電動機⼜は当該
機器が組み込まれた電動⼒応
⽤設備を新設・更新する場合
には、当該機器に関する性能
の向上に関する製造事業者等
の判断の基準に規定する基準
エネルギー消費効率以上の効
率のものを採⽤すること。な
お、特定エネルギー消費機器
に該当しない交流電動機（籠
形三相誘導電動機に限る。）
⼜は当該機器が組み込まれた
電動⼒応⽤設備を新設・更新
する場合には、⽇本産業規格
C4212（⾼効率低圧三相かご
形誘導電動機）に規定する効
率値以上の効率のものを採⽤
すること。

（４） 受変電設備、ＢＥＭＳに関する事項

④ 受変電設備、ＢＥＭＳの新
設に当たっての措置

③ 受変電設備の保守及び点検② 受変電設備に関する計測及
び記録

① 受変電設備の管理

ア．受変電設備を新設・更新す
る場合には、エネルギー損失
の少ない機器を採⽤するとと
もに、電⼒の需要実績と将来
の動向について⼗分な検討を
⾏い、受変電設備の配置、配
電圧、設備容量を決定するこ
と。

イ．特定エネルギー消費機器に
該当する受変電設備に係る機
器を新設・更新する場合には
、当該機器に関する性能の向
上に関する製造事業者等の判
断の基準に規定する基準エネ
ルギー消費効率以上の効率の
ものを採⽤すること。

ウ．BEMSの採⽤により、電気
及び燃料を使⽤する設備や空
気調和設備等を総合的に管理
し評価すること。

受変電設備は、良好な状態に
維持するように保守及び点検
に関する管理標準を設定し、こ
れに基づき定期的に保守及び
点検を⾏うこと。

事務所その他の事業場に
おける電気の使⽤量並びに
受変電設備の電圧、電流等電
気の損失を低減するために
必要な事項の計測及び記録
に関する管理標準を設定し、
これに基づきこれらの事項
を定期的に計測し、その結果
を記録すること。

ア．変圧器及び無停電電源装置
は、部分負荷における効率を
考慮して、変圧器及び無停電
電源装置の全体の効率が⾼く
なるように管理標準を設定し
、稼働台数の調整及び負荷の
適正配分を⾏うこと。

イ．受電端における⼒率につい
ては、95パーセント以上と
することを基準として、別表
第４に掲げる設備（同表に掲
げる容量以下のものを除く。
）⼜は変電設備における⼒率
を進相コンデンサの設置等に
より向上させること。ただし
、発電所の所内補機を対象と
する場合は、この限りでない。
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（５）発電専⽤設備及びコージェネレーション設備に関する事項（(５)―２に該当するものを除く。）

④ 発電専⽤設備、コージェネ

レーション設備の新設に当

たっての措置

③ 発電専⽤設備、コージェネ

レーション設備の保守及び

点検

② 発電専⽤設備、コージェネ

レーション設備に関する計

測及び記録

① 発電専⽤設備及びコージェ

ネレーション設備の管理

ア．発電専⽤設備を新設する場

合には、電⼒の需要実績と将

来の動向について⼗分検討を

⾏い、適正規模の設備容量の

ものを採⽤すること。

イ．発電専⽤設備を新設する場

合には、国内の⽕⼒発電専⽤
設備の平均的な受電端発電効

率と⽐較し、年間で著しくこ

れを下回らないものを採

⽤すること。

ウ．コージェネレーション設備

を新設・更新する場合には、

熱及び電⼒の需要実績と将

来の動向について⼗分な検

討を⾏い、年間を総合して廃

熱及び電⼒の⼗分な利⽤が

可能であることを確認し、適

正な種類及び規模のコージ

ェネレーション設備の設置

を⾏うこと。

発電専⽤設備及びコージ

ェネレーション設備を利⽤す

る場合には、補機等を含めた

総合的な効率を⾼い状態に維

持するように保守及び点検に

関する管理標準を設定し、こ

れに基づき定期的に保守及び

点検を⾏うこと。

発電専⽤設備及びコージ

ェネレーション設備について

は、補機等を含めた総合的な

効率の改善に必要な事項の計

測及び記録に関する管理標準

を設定し、これに基づき定期

的に計測を⾏い、その結果を

記録すること。

ア．ガスタービン、蒸気タービ

ン、ガスエンジン等専ら発電

のみに供される設備（以下

「発電専⽤設備」という。）

にあっては、⾼効率の運転を

維持できるよう管理標準を

設定して運転の管理をする

こと。また、複数の発電専⽤
設備の並列運転に際しては、

個々の機器の特性を考慮の

上、負荷の増減に応じて適切

な配分がなされるように管

理標準を設定し、総合的な効

率の向上を図ること。

イ．コージェネレーション設備

に使⽤されるガスタービン、

ガスエンジン、ディーゼルエ

ンジン等の運転の管理は、管

理標準を設定して、発⽣する

熱及び電気が⼗分に利⽤さ

れるよう負荷の増減に応じ

総合的な効率を⾼めるもの

とすること。また、複数のコ

ージェネレーション設備の

並列運転に際しては、個々の

機器の特性を考慮の上、負荷

の増減に応じて適切な配分

がなされるように管理標準

を設定し、総合的な効率の向

上を図ること。

（５）―２ 太陽光発電設備等に関する事項

太陽光発電設備等を設置する場合にあっては、当該設備から供給される電気の量を適切に把握するとともに、発電効率を⾼い状態に

維持するように保守及び点検に関する管理標準を設定し、これに基づき定期的に保守及び点検を⾏うこと。

（６） 事務⽤機器、⺠⽣⽤機器に関する事項

③ 事務⽤機器、⺠⽣⽤機器の

新設・更新に当たっての措

置

② 事務⽤機器の保守及び点検－① 事務⽤機器の管理

ア．⽸・ボトル飲料⾃動販売機

を新設・更新する場合には、セ

ンサーやタイマーの活⽤によ

り、夜間、休⽇等の販売しない

時間帯の運転停⽌、照明の⾃動

点消灯等の利⽤状況に応じた

事務⽤機器については、必要

に応じ定期的に保守及び点検

を⾏うこと。

－
事務⽤機器の管理は、不要運

転等がなされないよう管理標

準を設定して⾏うこと。
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効率的な運転を⾏うこと。

イ．特定エネルギー消費機器に該
当する事務⽤機器、⺠⽣⽤機器
を新設・更新する場合には、当
該機器に関する性能の向上に関
する製造事業者等の判断の基準
に規定する基準エネルギー消費
効率以上の効率のものを採⽤す
ること。

（７） 業務⽤機器に関する事項

④ 業務⽤機器の新設に当たっ
ての措置

③ 業務⽤機器の保守及び点検② 業務⽤機器に関する計測及
び記録

① 業務⽤機器の管理

ア．業務⽤機器を新設・更新する
場合には、エネルギー効率の
⾼い機器を選定すること。

イ．熱を発⽣する業務⽤機器を
新設・更新する場合には、空
調区画の限定や外気量の制限
等により空気調和の負荷を増
⼤させないようにすること。
また、ダクトの使⽤や装置に
熱媒体を還流させるなどをし
て空気調和区画外に直接熱を
排出し、空気調和の負荷を増
⼤させないようにすること。

ウ．特定エネルギー消費機器に
該当する業務⽤機器を新設・
更新する場合には、当該機器
に関する性能の向上に関する
製造事業者等の判断の基準に
規定する基準エネルギー消費
効率以上の効率のものを採⽤
すること。

業務⽤機器は、保守及び点検
に関する管理標準を設定し、こ
れに基づき定期的に保守及び
点検を⾏い、良好な状態に維持
すること。

業務⽤機器の稼働状態の
把握及び改善に必要な事項の
計測及び記録に関する管理標
準を設定し、これに基づきこ
れらの事項を定期的に計測し、
その結果を記録すること。

厨房機器、業務⽤冷蔵庫、
業務⽤冷凍庫、ショーケー
ス、医療機器、放送機器、通
信機器、電⼦計算機、実験装
置、遊戯⽤機器等の業務⽤機
器の管理は、季節や曜⽇、時
間帯、負荷量、不要時等の必
要な事項について管理標準
を設定して⾏うこと。

（８） その他エネルギーの使⽤の合理化に関する事項

事業場の居室等を賃貸している事業者（以下「賃貸事業者」という。）と事業場の居室等を賃借している事業者（以下「賃借事業
者」という。）は、共同してエネルギーの使⽤の合理化に関する活動を推進するとともに、賃貸事業者は、賃借事業者のエネルギー
の使⽤の合理化状況が確認できるようにエネルギー使⽤量の把握を⾏い、賃借事業者に情報提供すること。その際、計量設備があ
る場合は計量値とし、計量設備がない場合は合理的な算定⽅法に基づいた推計値とすること。

※以下、省略。
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令和５年３⽉ 31 ⽇ 経済産業省告⽰第 28 号

Ⅰ  ⾮化⽯エネルギーへの転換の基準

Ⅰ―１ 全ての事業者が取り組むべき事項

⼯場⼜は事務所その他の事業場（以下「⼯場等」という。）においてエネルギーを使⽤して事業を⾏う者（以下「事業者」という。）は、

⾮化⽯エネルギーの供給の状況、当該事業者の⼯場等における電気の需要の最適化に資する措置に関する事業者の指針（平成 25 年経済産
業省告⽰第 271 号）に従って講じた措置の状況その他の事情に応じて、技術的かつ経済的に可能な範囲内で、その設置している全ての⼯場

等（連鎖化事業者（当該連鎖化事業者が認定管理統括事業者⼜は管理関係事業者である場合を除く。）にあっては、当該連鎖化事業者が⾏う

連鎖化事業の加盟者が設置している当該連鎖化事業に係る⼯場等（以下「加盟している⼯場等」という。）を含み、認定管理統括事業者に

あっては 、その設置している⼯場等（当該認定管理統括事業者が連鎖化事業者である場合にあっては、加盟している⼯場等を含む 。）及び

その管理関係事業者が設置している⼯場等（当該管理関係事業者が連鎖化事業者である場合にあっては、加盟している⼯場等を含む。）を含

む。以下同じ。）を俯瞰し、次のⅠ－１及びⅠ－２に定める取組を⾏うことにより⾮化⽯エネルギーへの転換を⾏うこと。

（１）取組⽅針の策定
事業者は、その設置している全ての⼯場等における⾮化⽯エネルギーへの転換に関する取組⽅針（特定事業者、特定連鎖化事業者（当該

特定連鎖化事業者が認定管理統括事業者⼜は管理関係事業者である場合を除く。

以下同じ。）及び認定管理統括事業者にあっては、中⻑期的な計画を含む。管理関係事業者にあっては、認定管理統括事業者が作成する中

⻑期的な計画を含む。

以下「取組⽅針」という。）を、定めること。
その際、取組⽅針には、⾮化⽯エネルギーへの転換に関する⽬標及び当該⽬標を達成するために実施する取組事項に関する⽅針を含むこ

と。

（２）管理体制の整備
事業者は、その設置している全ての⼯場等について 、全体として効率的かつ効果的な⾮化⽯エネルギーへの転換を図るための管理体制を整備する

こと。

管理関係事業者にあっては、その認定管理統括事業者と⼀体で⾮化⽯エネルギーへの転換を図るための管理体制とすること。

（３）資⾦・⼈材の確保

事業者は、⾮化⽯エネルギーへの転換を図るために必要な資⾦・⼈材を確保すること。

（４）取組⽅針の遵守状況の確認等
事業者は、客観性を⾼めるため内部監査等の⼿法を活⽤することの必要性を検討し 、その設置している⼯場等における取組⽅針の遵守状況を

確認するとともに、その評価を⾏うこと。

なお 、その評価結果が不⼗分である場合には改善を⾏うこと。

（５）取組⽅針の精査等

事業者は、取組⽅針及び遵守状況の評価⽅法を定期的に精査し、必要に応じ変更すること。

⼯場等における⾮化⽯エネルギーへの転換に関する事業者の判断の基準 (抄)
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（６）⽂書管理による状況把握
事業者は、⑴取組⽅針の策定、⑵管理体制の整備、⑷取組⽅針の遵守状況の確認等及び⑸取組⽅針の精査等の結果を記載した書⾯を作成、更新

及び保管することにより、状況を把握すること。

（７）⾮化⽯エネルギーへの転換に資する取組に関する情報の開⽰
事業者は、エネルギーの使⽤の合理化及び⾮化⽯エネルギーへの転換等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号）に基づく定期の報告におけ

る⾮化⽯エネルギーへの転換の取組等に関する情報の開⽰について検討すること。

Ⅰ－２ ⼯場等において取り組むべき事項
⑴専ら事務所その他これに類する⽤途に供する⼯場等における⾮化⽯エネルギーへの転換に関する事項
※以下、本⽂を⼀覧表にしたものです。

（１ － ４）

その他に関する事項

（１－３）

電気に関する事項

（１－２）

熱に関する事項

（１－１）

燃料に関する事項
分野

ア．事業者は、⾮化⽯エネルギ
ーへの転換に資する技術の導
⼊を⽬指して、必要に応じ他
の者と連携しつつ、技術開発
及び実証の実施に努めること。

ア．事業者は、発電設備を新設
⼜は更新する場合には、太陽
光発電設備、⾃家消費率の向
上に寄与する蓄電池その他の
⾮化⽯電気の使⽤に対応した
設備を選定すること。

イ．事業者は、エネルギー供給
事業者から調達する電気につ
いて、⾮化⽯エネルギーの割
合が⾼いものを選択すること。

ウ． 事業者は、次に掲げる証
書その他我が国全体の⾮化
⽯エネルギーへの転換に資
するものとして適切である
と認められる証書等の無効
化⼜は償却等に努めること。

① 平成20年10⽉21⽇の地球
温暖化対策推進本部決定に
基づき実施された国内クレ
ジット制度において認証を
された温室効果ガスの量
（⾮化⽯電気の使⽤により削
減された温室効果ガスの量に
限る。以下「⾮化⽯電気由来
国内クレジット」という。）

ア．事業者は、熱利⽤設備を新設
⼜は更新する場合には、地熱利
⽤設備、温泉熱利⽤設備、太陽
熱利⽤設備、雪氷熱利⽤設備そ
の他の⾮化⽯熱の使⽤に対応し
た設備を選定すること。

イ．事業者は、冷暖房等の空気調
和設備の稼働について、⾮化⽯
熱の使⽤割合を向上すること。

ウ．事業者は、エネルギー供給事
業者から調達する熱について⾮
化⽯エネルギーの割合が⾼いも
のを選択すること。

エ．事業者は、次に掲げる証書そ
の他我が国全体の⾮化⽯エネル
ギーへの転換に資するものとし
て適切であると認められる証書
等の無効化⼜は償却等に努める
こと。

① 平成20年10⽉21⽇の地球温
暖化対策推進本部決定に基づき
実施された国内クレジット制度
において認証をされた温室効果
ガスの量（⾮化⽯熱の使⽤によ
り削減された温室効果ガスの量
に限る。以下「⾮化⽯熱由来国
内クレジット」という。）

ア．事業者は、発電専⽤設
備、コージェネレーショ
ン設備、ボイラー若しく
は⼯業炉等の燃料の燃焼
を⾏う設備（以下「燃焼
設備」という。）⼜は燃料
電池設備を新設⼜は更新
する場合には、⾮化⽯燃
料の使⽤に対応した設備
を選定すること。

イ．事業者は、燃焼設備⼜
は燃料電池設備を使⽤す
る場合にあっては、当該
燃焼設備⼜は燃料電池設
備で使⽤する⽔素、アン
モニア、バイオマスその
他の⾮化⽯燃料の使⽤割
合を向上すること。

② ⾮化⽯証書（エネルギー供
給事業者によるエネルギー② オフセット・クレジット制度

（国内における他の者の温室効
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源の環境適合利⽤及び化⽯エ

ネルギー原料の有効な利⽤の

促進に関する法律施⾏規則

（平成22年経済産業省令第

43号）第４条第１項第２号

に規定するもの（⼆酸化炭素

を回収し、及び貯蔵する措置

（これに相当する措置を含む

。）を証する価値を 、除く。

）をいう。以下同じ。）

③ オフセット・クレジット制

度において認証をされた温室

効果ガスの量（⾮化⽯電気の

使⽤により削減された温室効

果ガスの量に限る。以下「⾮
化⽯電気由来オフセット・ク

レジット」という。）

④ グリ―ンエネルギー⼆酸化

炭素削減相当量認証制度にお

いて認証をされた⼆酸化炭素

の量（⾮化⽯電気の使⽤によ

り削減された⼆酸化炭素の量

に限る。以下「認証済グリー

ン電⼒証書」という。）

果ガスの排出の抑制等に寄与する

取組により削減等がされた温室効

果ガスの量（温室効果ガスが⼆酸

化炭素以外の場合にあっては、地

球の温暖化をもたらす程度から⼆
酸化炭素の量に換算されたものと

する。以下同じ。）の算定等に関

し⼗分な知⾒を有する者により構

成される会議体であって環境省が

運営するものが、平成20年４⽉
１⽇から平成 25年３⽉31⽇まで

の間において、温室効果ガスの量

について、実際に⾏われたことが

認められる当該取組により削減等

がされ、適切な⽅法により算定さ

れ、当該取組がなければ削減等が

されなかったものとして認証を

し、その取得、保有及び移転を適

切に管理する制度をいう。以下同

じ。）において認証をされた温室

効果ガスの量（⾮化⽯熱の使⽤に

より削減された温室効果ガスの量

に限る。以下「⾮化⽯熱由来オフ

セット・クレジット」という。）

⑤ Ｊ－クレジット制度におい

て認証をされた温室効果ガス

の量（⾮化⽯電気の使⽤によ

り削減された温室効果ガスの

量に限る。以下「⾮化⽯電気

由来Ｊ－クレジット」という

。）

③ グリーンエネルギー⼆酸化炭素

削減相当量認証制度（国内にお

ける他の者の⼆酸化炭素の排出

の抑制に寄与する取組（⾮化

⽯エネルギーを活⽤するものに

限る。）により削減された⼆酸化

炭素の量の算定等に関し⼗分な

知⾒を有する者により構成され

る会議体であって環境省及び経

済産業省が運営するものが、⼆
酸化炭素の量について、実際に

⾏われたことが認められる当該

取組により削減がされ、適切な

⽅法により算定され、当該取組が

なければ削減がされなかったもの

として認証をし、その取得、保有

及び移転を適切に管理する制度を

いう。以下同じ。）において認証

をされた⼆酸化炭素の量（⾮化⽯
熱の使⽤により削減された⼆酸化

炭素の量に限る。以下「認証済グ

リーン熱証書」という。）

④Ｊ－クレジット制度（国内にお

ける地球温暖化対策のための排

出削減・吸収量認証制度（国
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内における他の者の温室効果ガ

スの排出の抑制等に寄与する取

組により削減等がされた温室効

果ガスの量の算定等に関し環境

省経済産業省及び農林⽔産省⼜
は地⽅公共団体が、平成25年４

⽉１⽇から令和13年３⽉31⽇
までの間において、実際に⾏わ

れたことが認められる当該取組

により削減等がされ適切な⽅法

により算定され、当該取組がな

ければ削減等がされなかった温

室効果ガスの量として認証を

し、その取得、保有及び移転を

適切に管理する制度をいう。）

において認証をされた温室効果

ガスの量（⾮化⽯熱の使⽤によ

り削減された温室効果ガスの量

に限る。以下「⾮化⽯熱由来Ｊ

－クレジット」という。）

※以下、省略。
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参考資料５

■特定事業者 (教育委員会)一覧表



•戸田市教育委員会•北見市教育委員会•北海道教育委員会

•新座市教育委員会•紋別市教育委員会•青森県教育委員会

•草加市教育委員会•むつ市教育委員会•岩手県教育委員会

•入間市教育委員会•弘前市教育委員会•宮城県教育委員会

•春日部市教育委員会•青森市教育委員会•秋田県教育委員会

•所沢市教育委員会•八戸市教育委員会•山形県教育委員会

•上尾市教育委員会•宮古市教育委員会•福島県教育委員会

•深谷市教育委員会•一関市教育委員会•茨城県教育委員会

•川越市教育委員会•奥州市教育委員会•栃木県教育委員会

•川口市教育委員会•花巻市教育委員会•群馬県教育委員会

•朝霞市教育委員会•盛岡市教育委員会•埼玉県教育局

•富士見市教育委員会•北上市教育委員会•千葉県教育委員会

•鴻巣市教育委員会•石巻市教育委員会•東京都教育委員会

•印西市教育委員会•栗原市教育委員会•神奈川県教育委員会

•君津市教育委員会•仙台市教育委員会•新潟県教育委員会

•鎌ケ谷市教育委員会•大崎市教育委員会•富山県教育委員会

•浦安市教育委員会•登米市教育委員会•石川県教育委員会

•我孫子市教育委員会•横手市教育委員会•福井県教育委員会

•佐倉市教育委員会•秋田市教育委員会•山梨県教育委員会

•市原市教育委員会•大館市教育委員会•長野県教育委員会事務局

•市川市教育委員会•大仙市教育委員会•岐阜県教育委員会

•習志野市教育委員会•湯沢市教育委員会•静岡県教育委員会

•松戸市教育委員会•能代市教育委員会•愛知県教育委員会

•成田市教育委員会•由利本荘市教育委員会•三重県教育委員会

•千葉市教育委員会•山形市教育委員会•滋賀県教育委員会

•船橋市教育委員会•酒田市教育委員会•京都府教育委員会

•柏市教育委員会•鶴岡市教育委員会•大阪府教育庁

•八千代市教育委員会•米沢市教育委員会•兵庫県教育委員会

•木更津市教育委員会•いわき市教育委員会•奈良県教育委員会

•野田市教育委員会•会津若松市教育委員会•和歌山県教育委員会

•流山市教育委員会•郡山市教育委員会•鳥取県教育委員会

•あきる野市教育委員会•福島市教育委員会•島根県教育委員会

•葛飾区教育委員会•神栖市教育委員会•岡山県教育委員会

•江戸川区教育委員会•つくば市教育委員会•広島県教育委員会

•江東区教育委員会•ひたちなか市教育委員会•山口県教育委員会

•港区教育委員会•水戸市教育委員会•徳島県教育委員会

•荒川区教育委員会•取手市教育委員会•香川県教育委員会

•三鷹市教育委員会•古河市教育委員会•愛媛県教育委員会

•渋谷区教育委員会•石岡市教育委員会•高知県教育委員会

•新宿区教育委員会•筑西市教育委員会•佐賀県教育委員会

•小金井市教育委員会•土浦市教育委員会•長崎県教育委員会

•福生市教育委員会•日立市教育委員会•熊本県教育委員会

•小平市教育委員会•大田原市教育委員会•大分県教育委員会

•昭島市教育委員会•栃木市教育委員会•宮崎県教育委員会

•杉並区教育委員会•宇都宮市教育委員会•鹿児島県教育委員会

•世田谷区教育委員会•佐野市教育委員会•沖縄県教育委員会

•西東京市教育委員会•鹿沼市教育委員会•北広島市教育委員会

•青梅市教育委員会•足利市教育委員会•旭川市教育委員会

•千代田区教育委員会•小山市教育委員会•遠軽町教育委員会

•足立区教育委員会•真岡市教育委員会•音更町教育委員会

•多摩市教育委員会•那須塩原市教育委員会•釧路市教育委員会

•東京都台東区教育委員会•日光市教育委員会•恵庭市教育委員会

•大田区教育委員会•伊勢崎市教育委員会•江別市教育委員会

•中央区教育委員会•館林市教育委員会•札幌市教育委員会

•中野区教育委員会•桐生市教育委員会•士別市教育委員会

•町田市教育委員会•群馬県太田市教育委員会•室蘭市教育委員会

•調布市教育委員会•高崎市教育委員会•小樽市教育委員会

•東久留米市教育委員会•渋川市教育委員会•石狩市教育委員会

•東京都日野市教育委員会•前橋市教育委員会•千歳市教育委員会

•東村山市教育委員会•さいたま市教育委員会•帯広市教育委員会

•八王子市教育委員会•ふじみ野市教育委員会•滝川市教育委員会

•板橋区教育委員会•三郷市教育委員会•稚内市教育委員会

•品川区教育委員会•越谷市教育委員会•苫小牧市教育委員会

•府中市教育委員会•狭山市教育委員会•函館市教育委員会

•武蔵野市教育委員会•熊谷市教育委員会•別海町教育委員会

特定事業者一覧(教育委員会)① ※2024年度報告定期報告書記載の事業者の名称
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•姫路市教育委員会•沼津市教育委員会•武蔵野市教育委員会

•宝塚市教育委員会•焼津市教育委員会•文京区教育委員会

•豊岡市教育委員会•静岡市教育委員会•豊島区教育委員会

•明石市教育委員会•袋井市教育委員会•東京都北区教育委員会

•生駒市教育委員会•浜松市教育委員会•墨田区教育委員会

•奈良市教育委員会•富士宮市教育委員会•目黒区 教育委員会

•和歌山市教育委員会•富士市教育委員会•立川市教育委員会

•鳥取市教育委員会•一宮市教育委員会•練馬区教育委員会

•米子市教育委員会•稲沢市教育委員会•綾瀬市教育委員会

•出雲市教育委員会•刈谷市教育委員会•横須賀市教育委員会

•松江市教育委員会•春日井市教育委員会•横浜市教育委員会

•岡山市教育委員会•小牧市教育委員会•鎌倉市教育委員会

•倉敷市教育委員会•西尾市教育委員会•茅ヶ崎市教育委員会

•津山市教育委員会•東海市教育委員会•厚木市教育委員会

•呉市教育委員会•日進市教育委員会•小田原市教育委員会

•広島市教育委員会•半田市教育委員会•川崎市教育委員会

•三原市教育委員会•碧南市教育委員会•相模原市教育委員会

•三次市教育委員会•豊橋市教育委員会•大和市教育委員会

•東広島市教育委員会•豊川市教育委員会•藤沢市教育委員会

•廿日市市教育委員会•豊田市教育委員会•平塚市教育委員会

•尾道市教育委員会•名古屋市教育委員会•燕市教育委員会

•福山市教育委員会•伊勢市教育委員会•佐渡市教育委員会

•岩国市教育委員会•桑名市教育委員会•三条市教育委員会

•下関市教育委員会•四日市市教育委員会•糸魚川市教育委員会

•山口市教育委員会•松阪市教育委員会•十日町市教育委員会

•周南市教育委員会•津市教育委員会•上越市教育委員会

•宇部市教育委員会•鈴鹿市教育委員会•新潟市教育委員会

•防府市教育委員会•草津市教育委員会•新発田市教育委員会

•徳島市教育委員会•高島市教育委員会•村上市教育委員会

•阿南市教育委員会•長浜市教育委員会•長岡市教育委員会

•丸亀市教育委員会•甲賀市教育委員会•柏崎市教育委員会

•高松市教育委員会•大津市教育委員会•魚津市教育委員会

•三豊市教育委員会•東近江市教育委員会•高岡市教育委員会

•今治市教育委員会•彦根市教育委員会•黒部市教育委員会

•宇和島市教育委員会•近江八幡市教育委員会•射水市教育委員会

•四国中央市教育委員会•栗東市教育委員会•砺波市教育委員会

•松山市教育委員会•宇治市教育委員会•富山市教育委員会

•西条市教育委員会•京都市教育委員会•加賀市教育委員会

•高知市教育委員会•城陽市教育委員会•金沢市教育委員会

•糸島市教育委員会•長岡京市教育委員会•小松市教育委員会

•久留米市教育委員会•交野市教育委員会•白山市教育委員会

•飯塚市教育委員会•東大阪市教育委員会•七尾市教育委員会

•福岡市教育委員会•守口市教育委員会•石川県野々市市教育委員会

•北九州市教育委員会•茨木市教育委員会•越前市教育委員会

•筑紫野市教育委員会•羽曳野市教育委員会•坂井市教育委員会

•佐賀市教育委員会•高槻市教育委員会•敦賀市教育委員会

•唐津市教育委員会•堺市教育委員会•福井市教育委員会

•佐世保市教育委員会•寝屋川市教育委員会•甲斐市教育委員会

•長崎市教育委員会•吹田市教育委員会•甲府市教育委員会

•熊本市教育委員会•泉佐野市教育委員会•南アルプス市教育委員会

•八代市教育委員会•大阪市教育委員会•長野市教育委員会

•日田市教育委員会•八尾市教育委員会•安曇野市教育委員会

•佐伯市教育委員会•紀の川市教育委員会•佐久市教育委員会

•宮崎市教育委員会•大阪府富田林市教育委員会•松本市教育委員会

•大分市教育委員会•豊中市教育委員会•上田市教育委員会

•延岡市教育委員会•枚方市教育委員会•飯田市教育委員会

•都城市教育委員会•箕面市教育委員会•千曲市教育委員会

•鹿屋市教育委員会•大阪府和泉市教育委員会•岐阜市教育委員会

•鹿児島市教育委員会•芦屋市教育委員会•各務原市教育委員会

•霧島市教育委員会•伊丹市教育委員会事務局•大垣市教育委員会

•うるま市教育委員会•加古川市教育委員会•岐阜県瑞穂市教育委員会

•宜野湾市教育委員会•神戸市教育委員会•磐田市教育委員会

•浦添市教育委員会•西宮市教育委員会•島田市教育委員会

•沖縄市教育委員会•川西市教育委員会•掛川市教育委員会

•那覇市教育委員会•尼崎市教育委員会•三島市教育委員会

特定事業者一覧(教育委員会)② ※2024年度報告定期報告書記載の事業者の名称
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参考資料６

■省エネ法にかかるＱ＆Ａ



●非化石燃料と非化石エネルギーの違いは何か。

非化石燃料は薪・炭・バイオマスなどの燃料を示し、非化石エネルギーは非化石の（燃

料・熱・電気）すべてを示します。

●原油換算値とは何か。

燃料や熱、電気などのエネルギーを、原油相当にみなして算出する際に使われる係数の

ことです。原油、電気、ガソリンなどさまざまであるため、便宜上原油に換算してエネル

ギーの量を合算することで、エネルギーの種別によらず、使用エネルギーの総量が算出で

きます。

●アグリゲーターとは何か。

アグリゲーターとは、発電された電力の需要を調整し、安定供給を実現させる事業者の

ことです。複数の再エネ発電設備で発電した電力を収集し一括管理することで、電力供給

の安定化や効率化を図ります。

●教育委員会が実施できる「非化石エネルギーへの転換」は、具体的にどのような手法が

あるか。

太陽光発電、風力発電、太陽熱利用、バイオマス熱利用、地中熱利用設備などを導入す

ることや、電力事業者と契約する際に非化石エネルギーの割合の高い事業者を選ぶ等があ

ります。
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参考資料７

■省エネ関係情報
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「2050年カーボンニュートラルの実現に資する学校施設の
ZEB化の推進について」報告書の公表について
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/044/t
oushin/1414523_00006.htm

学校施設のZEB化の手引き
https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/ecoschool/detail/me
xt_02655.html

ZEB Design
公立小中学校、国立大学、私立大学、その他公共施設やオフィ
ス等のZEBの事例集
https://www.mext.go.jp/content/000185447.pdf

省エネ法の手引き（工場・事業場編）
～改正省エネ法対応版～

経済産業省資源エネルギー庁
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/media/data/
shoene_tebiki_01.pdf

省エネルギー法 定期報告書・中長期計画書
（特定事業者等）記入要領
経済産業省資源エネルギー庁
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/
factory/support-tools/data/kojo-kinyuyoryo24.pdf

省エネ関係情報
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＜国等＞

 地域脱炭素ロードマップ（令和３年６月

９日国・地方脱炭素実現会議）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/datsutanso/pdf/2

0210609_chiiki_roadmap.pdf

 地球温暖化対策計画（令和７年２月１８日

閣議決定）
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/250218.htm

l

 パリ協定に基づく成長戦略としての長期

戦略（令和３年１０月２２日閣議決定）
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/chok

isenryaku.html

 政府がその事務及び事業に関し温室効果ガ

スの排出の削減等のため実行すべき措置に

ついて定める計画（令和３年１０月２２日

閣議決定）
https://www.env.go.jp/earth/report/h31-

01/post_7.html

 政府がその事務及び事業に関し温室効果ガ

スの排出の削減等のため実行すべき措置に

ついて定める計画の実施要領（令和３年１

０月２２日地球温暖化対策推進本部幹事会

申合せ）
https://www.env.go.jp/press/110088.html

 第７次エネルギー基本計画（令和７年２月

18日閣議決定）
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218001/20250

218001.html

 GX実現に向けた基本方針（令和５年２月１

０日閣議決定）
https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/

20230210002.html

 ZEB PORTAL(環境省ホームページ)
https://www.env.go.jp/earth/zeb/index.html

＜文部科学省＞

 環境を考慮した学校施設（エコスクール）

の整備について（平成８年３月環境を考慮

した学校施設に関する調査研究協力者会議

）
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shise

tu/006/toushin/020301.htm

 環境を考慮した学校施設（エコスクール）

の今後の推進方策について（最終報告）（

平成２１年３月）（学校施設整備指針作成

に関する調査研究協力者会議）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/pdf/ecosaisyuu.pd

f

 すべての学校でエコスクールづくりを目指

して －既存学校施設のエコスクール化の

ための事例集－（平成２２年５月環境を考

慮した学校づくり検討部会）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/ecoschool/d

etail/1294138.htm

 環境教育に活用できる学校づくり実践事例

集（平成２３年９月文部科学省）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/ecoschool/d

etail/1311403.htm

 学校ゼロエネルギー化推進方策検討委員会

報告書（平成２４年５月学校ゼロエネルギ

ー化推進方策検討委員会）
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shise

tu/020/index.htm

 学校施設の老朽化対策について～学校施設

における長寿命化の推進～（平成２５年３

月学校施設の在り方に関する調査研究協力

者会議）
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shise

tu/013/toushin/1331925.htm

 環境を考慮した学校施設づくり事例集－継

続的に活用するためのヒント－（令和２年

３月学校施設の在り方に関する調査研究協

力者会議）
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shise

tu/044/toushin/1421996_00001.htm

 文部科学省インフラ長寿命化計画（行動

計画）（令和３年３月文部科学省）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/infra/index

.htm

 新しい時代の学びを実現する学校施設の在

り方について（最終報告）（令和４年３月

学校施設の在り方に関する調査研究協力者

会議）
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shise

tu/044/toushin/1414523_00004.htm

 2023年４月施行の「改正省エネ法」、何が
変わった？

 https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/joho
teikyo/shoene_houkaisei2023.html
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＜国立教育政策研究所＞
https://www.nier.go.jp/shisetsu/html/04.html

 太陽光の恵みを子どもたちが学び育むため

に～学校への太陽光発電導入ガイドブック

～（平成２１年７月）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/pdf/taiyouk

ou.pdf

 校舎のエコ改修の推進のために～モデルプ

ランにおける環境対策のシミュレーション

結果～－学校施設の環境に関する基礎的調

査研究報告書－（平成２１年８月）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/pdf/model

plan.pdf

 校舎のエコ改修の推進のために～モデルプ

ランにおける環境対策のシミュレーション

結果～－学校施設の環境に関する基礎的調

査研究報告書(概要版)－（平成２１年８月

）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/pdf/modelgaiy

ou.pdf

校舎のエコ改修の推進のために～ モデルプ

ランにおける環境対策のシミュレーション

結果 (全国版)～（平成２１年１１月）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/pdf/allmodelpla

n.pdf

 学校施設(体育館)のエコ改修の推進のため

に～エコ改修メニューとモデルプランにお

けるシミュレーション結果～（平成２４年

３月）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/pdf/taiikukan.p

df

学校施設における再生可能エネルギー活用

事例集～ 熱利用分野 ～（平成２６年２月

）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/pdf/netsuriyou

bunya.pdf

学校施設のエネルギー使用実態等調査報告

書（平成２９年６月）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/pdf/energy_res

earch.pdf

 学校施設のエネルギー使用実態等調査報告

書（平成３０年度）（令和元年１０月）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/pdf/201910-

01_energy_research_H30_summary.pdf

 学校施設のエネルギー使用実態等調査報告

書（令和元年度）（令和２年９月）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/html/pdf/ 

20200930-01_r01.pdf

＜その他＞

 省エネ・再エネ東京仕様（令和５年１月改

正東京都理財局）
https://www.zaimu.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku/o

ndanka/shoenesaiene/

 東京都環境局東京都地球温暖化防止活動

推進センター（クール・ネット東京）
https://www.tokyo-co2down.jp/wp-

content/uploads/2021/03/school_re.pdf

 学校施設のエネルギー使用実態等調査フ

ォローアップ報告書（令和３年３月）
https://www.nier.go.jp/shisetsu/html/pdf/

20210408-01_r03.pdf
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参考資料８

■「学校等における省エネルギー推進・継続するための
手引き(仮称)」の作成について
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令和６年５月 31 日

「学校等における省エネルギー推進・継続するための手引き(仮称)」
の作成について

1.  趣旨

改正省エネ法に対応するよう、定期報告書・中長期報告書の作成手引き・留意点を

改訂するとともに、近年の設備機器設置状況等に合わせるよう、学校現場で取り組む

ことのできる省エネルギー対策・管理手法の見直しを行うため、専門家の知見・経験

から、実用的かつ具体的な「学校等における省エネルギー推進・継続するための手引

き(仮称)」を作成する際に助言等を求める。

2.  対象事項

「学校等における省エネルギー推進・継続するための手引き(仮称)」の作成について

3.  実施方法

（１） 別紙の者の協力を得て、上記 2.に掲げる事項について助言等を求める。

（２） 「学校等における省エネルギー推進・継続するための手引き(仮称)」作成に当

たっては、別紙以外の者の協力を得ることができる。

4.  実施期間

令和６年６月１日から令和７年３月 31 日までとする。

5.  その他

「学校等における省エネルギー推進・継続するための手引き(仮称)」の作成に関する庶

務は、大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課において処理する。
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(別紙)

「学校等における省エネルギー推進・継続するための手引き」作成協力者

慶應義塾大学名誉教授・一般財団法人住宅・建築SDGs推進センター理事長伊香賀 俊治

川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室担当課長亀村 豊

株式会社東畑建築事務所名古屋オフィス設計室主管久保 久志

一般財団法人省エネルギーセンターマネージャー鈴木 伸隆

東京電機大学未来科学部建築学科教授百田 真史

(以上5名、五十音順、敬称略)

イラスト作成協力：中村 有希



問い合わせ先

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課

〒100-8959 東京都千代田区霞が関三丁目２番２号

TEL：03-5253-4111（内線 3696）
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